
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

建設業決算報告書の手引き 

【北海道知事許可業者用】 

令和７年(2025年)7月 

北海道 建設部建設政策局 建設管理課 

● この手引きは、北海道知事許可の建設業者を対象としてい

ます。 

他都府県又は国土交通大臣許可の建設業者については、そ

れぞれの都府県、国土交通省北海道開発局又は各地方整備

局等へお問い合わせ下さい。 

●この手引きは、建設業法に基づく決算報告書の作成の方法 

を簡易にまとめたものです。決算報告書の作成及び届出を 

する際には、法律の趣旨を十分御理解の上、手続きを行っ 

て下さい。 
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第１章 決算報告書の作成手続き 

１ 提出部数と提出先 

許可区分 提出部数 提出先 

知事許可 ３部･･･正１、副２ 

（石狩振興局管内は２部･･･正１、副１） 

各（総合）振興局建設指導課 

（※ 原則、郵送） 

 ※ 「建設業許可・経営事項審査電子申請システム（通称：JCIP）」を用いて、届出することも可能です。 

   なお、申請には、「G ビズ ID」が必要になりますので、初めてご利用される場合は、下記のアドレス 

から ID を作成し、ログイン願います。 

    URL：https://prod.jcip.mlit.go.jp/TO/TO00001 

 

２ 提出時期 

  毎事業年度経過後４か月以内 

  （建設業法第 11 条第２項で定められています。） 
 
３ 経営事項審査及び競争入札参加資格審査との関係 

  建設業法第 27 条の 23 の規定により、官公庁等へ競争入札参加資格審査申請をする場合は、既に提出した 

決算報告書を基にして経営事項審査申請を行う必要があります。 

  このため建設業法上の決算を許可権者（振興局）に提出し、審査済みとなっていなければ、経営事項審査 

申請や競争入札参加資格審査申請ができないこととなるため特に注意して下さい。 

  なお、図で示せば次のようになります。 
 

【競争入札参加資格を行う場合の手続き】 

建設業者（知事許可） 
①決算報告書の提出 

各（総合）振興局 
建設指導課 

 
②審査・決算報告書控えの返却 

   

建設業者（知事許可） 
③経営状況分析の申請 

登録分析機関  
④審査・分析結果通知書の送付 

   

建設業者（知事許可） 
⑤経営事項審査の申請 

各（総合）振興局 
建設指導課 

 
⑥審査・結果通知書の送付 

   

建設業者（知事許可） 
⑦競争入札参加資格審査申請書の提出 

発注機関（官公庁等）  
⑧格付・工事発注 

 
※ 官公庁等に競争入札参加資格審査申請をしない場合等は、上図の③以降の作業は不要となります。 

※ ⑥の通知書は「審査基準日（決算日）から１年７ヶ月を過ぎると効力を失う」ので、通知書が必要 

 な方は、期間に余裕をもって申請をお願いいたします。 
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４ 決算報告書及び各添付書類（財務諸表を除く）の作成方法 

  決算報告書及び添付書類の記載方法については、下記を十分参照し作成するようにして下さい。 

(1) 決算報告書（表紙） 

 

別紙５－１ 

                         

            変 更 届 出 書            
 

  課⾧ 係⾧ 係員          令和 6 年 5 月 2 日    

        北海道知事許可（般・特 ３ )第 号    
       許可年月日 令和 3 年 8 月 2 日    

  
 

     商号名称 北海道許可建設株式会社         
                代表者名 代表取締役 札幌 健一   
                住所 札幌市中央区北３条西６丁目   

  北海道知事 様                         
   

事業年度(第 63 期  令和 ５ 年 ３ 月 １ 日から令和  ６ 年 ２ 月 
29 日まで)が終了したので、別添のとおり、下記の書類を提出します。 

  

              記               
                               
  (1)工事経歴書 (2)工事施工金額 (3)貸借対照表及び損益計算書 (4)株主資本等 

変動計算書及び注記表 (5)事業報告書 (6)附属明細表 (7)法人事業税及び法人特別 
納税証明書 (8)個人事業税納税証明書 (9)使用人数 (10)建設業法施行令第３条に 
規定する使用人の一覧表 (11)定款 (12)健康保険等の加入状況 

  

    

    

                               

  記載要領 
(1)から(12)までの事項については、該当するものの番号を○でかこむこと。 

  

                               

 ○許可を受けた建設業                        

 土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 筋 舗 しゅ 板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園 井 具 水 消 清 解  

     2 ２       2              1    

  ※許可を受けた業種に『1（一般）』又は『2（特定）』を記入すること。        

 ○許可 (登録）年数                       
 

最初に許可(登録)を受けた年月 
令和 

38 年 ８ 月 許可(登録)の年数 
年  数  

 平成 0 6 ０  
 昭和  
                               

  

9999

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 
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① 許可番号・許可年月日 

 ・特定、一般のうち、許可を有していることがわかるように記載して下さい。 
  〈記入例〉 
   （ 般・特 ２）第 77777 号 
   （○般 ・特 ４）第 88888 号 
 ・許可年月日は、届出時の段階で有効な許可の起算日を記載して下さい。 
  ※複数の異なる期間の許可を保有している場合は、申請時の段階で有効な最も古い許可の起算日を記載して 

下さい。 
  〈記入例〉 
   令和６年５月２日に決算の届出を行う状況で、下記の２つの許可を保有している業者の場合、決算報告書 

に記載する許可年月日は、「令和３年８月２日」となります。 
    「有効期間：令和３年８月２日～令和８年８月１日」 

「有効期間：令和５年５月５日～令和 10 年５月４日」 
 

② 事業年度 

 ・法人は定款に定める決算期を記入します。 
 ・個人は毎年１月１日から１２月３１日とします。 
 

③ 添付書類 

 ・決算報告書に添付した書類に「○」を付けて下さい。 
  ※以下の書類は、条件に該当する場合のみ提出して下さい。 

添付書類 提出が必要な場合 

(5) 事業報告書 株式会社のみ。 

(6) 附属明細表 財務諸表で資本金１億円を超える or 負債総額 200 億円以上の会社 

(9) 使用人数 従業員数が増減した場合 

(10) 建設業法施行令第 3 条に 

規定する使用人の一覧表 
左記使用人が増減した場合 

(11) 定款 記載内容に変更があった場合 

(12) 健康保険等の加入状況 従業員数が増減した場合 or 加入状況に変更があった場合 

 

④ 許可を受けた建設業 

 ・許可を有している建設業の業種について、一般の場合「１」を、特定の場合「２」を記載して下さい。 
  ※「○」、「般」、「特」など別の文字等を記載しないで下さい。 
 ・許可通知書等で、許可の有無を十分確認のうえ記入して下さい。 
 

⑤ 許可（登録）の年数 

 ・最初に許可あるいは登録を受けた年月日を記入して下さい。 
 ・審査にあたっては、最初に許可等を取得した申請書等により確認することになるので、これらの 

書類を大切に保管しておく必要があります。 
 ・年数の計算は、事業年度の終了の日を基準として計算して下さい。（１２ヶ月未満切捨） 

  例）許可取得年月日：昭和 38 年 ８月 20 日 
     決  算  日：令和  6 年 ２月 29 日 
     →決算日時点での許可保有年数は、60 年６ヶ月 10 日なので、許可年数は「60 年」となる。 
   （※「休業期間」、「建設業の許可が切れていた期間」は除いて計算して下さい。）   
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(2) 工事経歴書（様式第二号） 

様式第二号（第二条、第十九条の八関係） 工  事  経  歴  書 (用紙 A4)  

 (建設工事の種類)  工事 （ 税込 ・ 税抜 ）        
              
 

注 文 者 

元 
請 
又 
は 
下 
請 
の 
別 

ＪＶ 
の 
別 

工 事 名 
工事現場のある 
都道府県及び 
市 区 町 村 名 

配 置 技 術 者 請 負 代 金 の 額 工    期 

 
氏 名 

主任技術者又は監理技術者

の別(該当箇所にレ印を記載) 
 

うち、 
 ・PC 
 ・法面処理 
 ・鋼橋上部 

着工年月 
完 成 又 は 
完成予定年月 

主任技術者 監理技術者 

         9,000 千円 千円 令和  5 年 12 月 令和  6 年 1 月  
         4,500 千円 千円 令和  5 年 3 月 令和  5 年 3 月  
         3,200 千円 千円 令和  5 年 3 月 令和  5 年 4 月  
         2,500 千円 千円 令和  5 年 5 月 令和  5 年 5 月  
         2,000 千円 千円 令和  6 年 1 月 令和  6 年 1 月  
         1,900 千円 千円 令和  5 年 10 月 令和  5 年 11 月  
         1,800 千円 千円 令和  5 年 9 月 令和  5 年 9 月  
         1,700 千円 千円 令和  5 年 3 月 令和  5 年 3 月  
         1,600 千円 千円 令和  5 年 4 月 令和  5 年 4 月  
         1,500 千円 千円 令和  5 年 12 月 令和  5 年 12 月  
         1,000 千円 千円 令和  5 年 4 月 令和  5 年 5 月  
         7,900 千円 千円 令和  5 年 8 月 令和  5 年12 月  
          6,500 千円 千円 令和  5 年 5 月 令和  5 年11 月  

              
       

小 計  
     件 

 
    千円 

 
 

    千円 

うち、元請工事  
       30,700 千円    千円  
              
       

合 計  
    件 

 
    千円 

 
 

    千円 

うち、元請工事  
      50,000 千円 千円  

             

 

   「工事経歴書」は、事業年度内に完成した工事について記載するものです。 
  許可を受けた業種に関して別個作成して下さい。（工事数が多い場合は、複数枚に分けて記載して下さい） 
   記載事項については、下記のとおりです。 
  （※ 具体的な記載については、p.7～p.10 の記載フロー及び記載例をご確認下さい） 
 

① 建設工事の種類 

   現在有効な許可業種ごとに作成願います。 
  分類については、p.11～p.12 の表１及び表１－１を参照下さい。 

※ 複数の業種を１枚の工事経歴書で報告しないで下さい。 
 

② 税込・税抜の別 

   税込・税抜のうち、工事経歴書の作成に採用した方式を○で囲んで下さい。 
  なお、経営事項審査の申請を行う際は、原則「税抜」で作成願います。 
  ※ 免税事業者の場合は、税込で作成しても経営事項審査の申請を行うことができます。 
 

 ③ 事業年度内に受注した工事について 

   該当する工事について、下記の(ⅰ)～(ⅷ)の項目をそれぞれ記載して下さい。 

   (ⅰ） 注文者 

       請負契約の相手方を記載して下さい。ただし、相手方が個人の場合は、個人情報なので本名 
で記載せず、個人名を「Ａ」等の記号で置き換えて記載を行って下さい。 

   (ⅱ） 元請または下請の別 

       該当するものを記載して下さい。 

① ② 

③ 
④ 

⑤ 

左側：工事の請負代金 
   （右側に記載した金額を含ん 

だ額を記載して下さい） 
右側：工事の請負代金のうち、 
   「プレストレストコンクリー 

ト(PC)工事」「法面処理工事」 
「鋼橋上部工事」に該当する 
部分の内訳 
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   (ⅲ)  ＪＶの別 

       該当する場合、「ＪＶ」と記載して下さい。非該当の場合は空欄でお願いします。 
      ※ ＪＶ工事の下請は、「ＪＶ」には該当しません。 
   (ⅳ)  工事名 

       契約書等に記載されている工事名を記載して下さい。 

       工事名も、p.5 (ⅰ)の取扱い同様、個人名を記載することがないように記載願います。 

   (ⅴ)  工事現場のある都道府県及び市区町村名 

       工事現場の所在地について、「都道府県＋市区町村」で記載して下さい。 

   (ⅵ)  配置技術者 

       工事現場に配置した「主任技術者」又は「監理技術者」の名前を記載して下さい。 
      その上で「主任技術者」又は「監理技術者」のうち、該当する方に「レ」を記載して下さい。 
   (ⅶ)  請負代金の額 

       契約書等に記載されている請負代金を記載して下さい。 
      なお、金額は税込・税抜のどちらかに統一して記載して下さい。 
      ※ 左側：請負代金を記載します。 
        右側：下記の「記載が必要な工事」を施工した場合、記載が必要となります。 
           「ＰＣ」「法面処理」「鋼橋上部」のうち、該当する工事について「○」を付けた 

上で、請負代金の記載をお願いします。 
建設工事の種類 記載が必要な工事 分類 

土木一式工事 プレストレストコンクリート構造物工事 ＰＣ 

とび・土工・コンクリート工事 法面処理工事 法面処理 

鋼構造物工事 鋼橋上部工事 鋼橋上部 

   (ⅷ)  工期 

       「着工年月」及び「完成年月（未成工事の場合は完成予定年月）」を記載して下さい。 

 

④ 小計 

  ③に記載した工事の件数及び合計額を「小計」と「元請」のそれぞれの欄に次のとおり記載を行っ 
て下さい。 
 左側：③内の全ての工事の請負代金 
 右側：③内の「ＰＣ」「法面処理」「鋼橋上部」に該当する工事の請負代金 

 

 ⑤ 合計 

   ①に記載した業種のすべての完成工事（③に記載しなかったものも含める）の件数及び合計額を 
「合計」と「元請」のそれぞれの欄に記載して下さい。 

 左側：①に記載した建設工事のすべての工事の請負代金 
  右側：①に記載した建設工事の「ＰＣ」「法面処理」「鋼橋上部」に該当する工事の請負代金 

  ※ １つの業種を２枚以上にわたり作成する場合は、合計欄はその業種の最終ページにのみ、件数 
及び合計額を記載して下さい。 
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＊記載フロー 

経営事項審査を申請する場合は、下図及び記載例のとおり作成願います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 ※ 経営事項審査を申請しない場合は、主な完成工事について、元請・下請は区別せずに、請負代金が大きい 

順番に記載し、それに続けて主な未成工事について、請負代金が大きい順番に記載して下さい。 

  

Ｎｏ

Yes

Ｎｏ

Yes

No Ｎｏ

Yes

Yes

Yes No

Ｎｏ Ｎｏ

Yes Yes

元請工事が

あるか？

元請工事について

請負代金の大きい順に記載

元請工事が７割

超までに軽微な

工事 10 件以上

元請工事が７割

超までに 1,000 

億円以上

元請工事合計額の

７割を超えるまで記載

元請工事７割部分に係る記載終了

まだ記載していない元請工事及び下請工事について請負代金の大きい順に

７割を超えるまで記載

※元請工事が無い場合は、下請工事のみ記載。

全体の工事７割

超までに軽微な

工事10 件以上

全体の工事

７割超までに

1,000 億円以上

全体の工事合計額の

７割を超えるまで記載

※元請７割分に記載した軽微な工

事と合わせた件数で判断

元請工事に軽微な工事が無い場

合は、下請工事のみで判断

全ての完成工事に係る記載終了

主な未成工事を記載

完了

記載例１

記載例２

記載例３

下請工事が

あるか？

「実績なし」の

工事経歴書を添付

完了

全体の工事の

7割超達成
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＊記載例１ 元請工事で軽微な工事が 10 件に達した場合 
 様式第二号（第二条、第十九条の八関係） 工  事  経  歴  書 (用紙 A4)  

 (建設工事の種類)  工事 （ 税込 ・ 税抜 ）        
              
 

注 文 者 

元 
請 
又 
は 
下 
請 
の 
別 

ＪＶ 
の 
別 

工 事 名 
工事現場のある 
都道府県及び 
市 区 町 村 名 

配 置 技 術 者 請 負 代 金 の 額 工    期 

 
氏 名 

主任技術者又は監理技術者

の別(該当箇所にレ印を記載) 
 

うち、 
 ・PC 
 ・法面処理 
 ・鋼橋上部 

着工年月 
完 成 又 は 
完成予定年月 

主任技術者 監理技術者 

A Z 元請  Z 邸木造住宅基礎工事 東京都千代田区 東京一郎 ✓  9,000 千円 千円 令和  5 年 12 月 令和  6 年 1 月  
B Y 〃  Y 邸車止め設置工事 〃 愛知太郎 ✓  4,500 千円 千円 令和  5 年 3 月 令和  5 年 3 月  
C 東北土木 〃  錦住宅敷地盛土及び基礎工事 〃 一宮二郎 ✓  3,200 千円 千円 令和  5 年 3 月 令和  5 年 4 月  
D 関東建設 〃  豊橋川改修工事の内掘削工事 〃 津島一平 ✓  2,500 千円 千円 令和  5 年 5 月 令和  5 年 5 月  
E 北陸産業 〃  

丸の内ビル新築工事の内 
外構工事 〃 半田五郎 ✓  2,000 千円 千円 令和  6 年 1 月 令和  6 年 1 月  

F 中部塗装 〃  
豊川アパート改築工事の内 

足場仮設工事 〃 岡崎三男 ✓  1,900 千円 千円 令和  5 年 10 月 令和  5 年 11 月  

G 近畿組 〃  
栄ビル新築工事の内 

くい打工事 〃 豊田一郎 ✓  1,800 千円 千円 令和  5 年 9 月 令和  5 年 9 月  

H 中国建築 〃  一般国道99 号線道路新設工事 〃 名古屋三郎 ✓  1,700 千円 千円 令和  5 年 3 月 令和  5 年 3 月  
I 四国道路 〃  

一般国道100 号線道路改良 
工事の内カッター工事 〃 愛知太郎 ✓  1,600 千円 千円 令和  5 年 4 月 令和  5 年 4 月  

J 九州工業 〃  X 邸玄関コンクリート工事 東京都足立区 岡崎三男 ✓  1,500 千円 千円 令和  5 年 12 月 令和  5 年 12 月  
K 沖縄機械 〃  

W 邸新築工事の内 
基礎工事 東京都中央区 豊田一郎 ✓  1,000 千円 千円 令和  5 年 4 月 令和  5 年 5 月  

L A 下請  県道758 号線道路側溝工事 〃 岡崎三男 ✓  11,000 千円 千円 令和  5 年 8 月 令和  5 年12 月  
Ｍ B 〃  県道123 号線道路側溝工事 東京都新宿区 岡崎三男 ✓   4,000 千円 千円 令和  5 年 5 月 令和  5 年11 月  
              
       

小 計 13 
     件 

45,700 
    千円 

 
 

    千円 

うち、元請工事  
       30,700 千円    千円  
              
       

合 計 52 
    件 

65,000 
    千円 

 
 

    千円 

うち、元請工事  

  ･･･ 「軽微な工事」   50,000 千円 千円  
             

 
① 建設工事の種類、税込・税抜の別 

  業種の記載ミス、税込・税抜の選択ミスがないように注意して下さい。 
 
② 元請工事の７割部分に係る完成工事（上図のＡ～Ｋの工事） 

  決算期の元請完成工事について、金額の大きい順番に記載して下さい。 
 今回は、「軽微な工事を 10 件以上記載した」ため、③の工程に進みます。 
 
③ 全体（元請・下請）工事に係る完成工事（上図のＬの工事） 

  決算期の完成工事について、元請（②に記載したもの以外）・下請で金額の大きい順番に記載して下さい。 
 今回は、上図のＬとＭの金額を合計すると工事全体の額の７割を超えますが、②で軽微な工事を 10 件以上 

記載しているため、Ｍについて記載する必要はありません。 
 
④ 未成工事（上図に該当箇所なし） 

  決算期の未成工事について、元請・下請で金額の大きい順番に記載して下さい。 
 
⑤ 小計（Ａ～Ｌ部分の合計）・合計 

  ①で記載した工事の件数及び合計金額を記載して下さい。 
 ※ ②～④までの工程で記載しなかった工事がある場合、小計に計上する必要はありませんが、合計には 

計上して下さい。 
※ １つの業種を２枚以上にわたり作成する場合は、合計欄はその業種の最終ページにのみ、件数及び 

合計額を記載して下さい。  

とび・土工・コンクリート 

① 

② 

③ 
⑤ 
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＊記載例２ 全体で軽微な工事が 10 件に達した場合 
様式第二号（第二条、第十九条の八関係） 工  事  経  歴  書 (用紙 A4)  

 (建設工事の種類)  工事 （ 税込 ・ 税抜 ）        
              
 

注 文 者 

元 
請 
又 
は 
下 
請 
の 
別 

ＪＶ 
の 
別 

工 事 名 
工事現場のある 
都道府県及び 
市 区 町 村 名 

配 置 技 術 者 請 負 代 金 の 額 工    期 

 
氏 名 

主任技術者又は監理技術者

の別(該当箇所にレ印を記載)  

うち、 
 ・PC 
 ・法面処理 
 ・鋼橋上部 

着工年月 
完 成 又 は 
完成予定年月 

主任技術者 監理技術者 

A 国土建設 元請  Z 邸木造住宅基礎工事 東京都千代田区 東京一郎 ✓  10,000 千円 千円 令和  5 年 12 月 令和  6 年 1 月  
B 北海道開発 〃  Y 邸車止め設置工事 〃 愛知太郎 ✓  4,500 千円 千円 令和  5 年 3 月 令和  6 年 2 月  
C 東北土木 〃  錦住宅敷地盛土及び基礎工事 〃 一宮二郎 ✓  3,200 千円 千円 令和  5 年 3 月 令和  6 年 2 月  
D 関東建設 下請  豊橋川改修工事の内掘削工事 〃 津島一平 ✓  8,000 千円 千円 令和  5 年 5 月 令和  6 年 1 月  
E 北陸産業 〃  

丸の内ビル新築工事の内 
外構工事 〃 半田五郎 ✓  5,500 千円 千円 令和  6 年 1 月 令和  6 年 1 月  

F 中部塗装 〃  
豊川アパート改築工事の内 

足場仮設工事 〃 岡崎三男 ✓  2,500 千円 千円 令和  5 年 10 月 令和  5 年 11 月  

G 近畿組 〃  
栄ビル新築工事の内 

くい打工事 〃 豊田一郎 ✓  2,000 千円 千円 令和  5 年 9 月 令和  5 年 9 月  

H 中国建築 〃  一般国道99 号線道路新設工事 〃 名古屋三郎 ✓  1,900 千円 千円 令和  5 年 3 月 令和  5 年 3 月  
I 四国道路 〃  

一般国道100 号線道路改良 
工事の内カッター工事 〃 愛知太郎 ✓  1,600 千円 千円 令和  5 年 4 月 令和  5 年 4 月  

J 九州工業 元請  X 邸玄関コンクリート工事 東京都足立区 岡崎三男 ✓  1,700 千円 千円 令和  5 年 12 月 令和  5 年 12 月  
K 沖縄機械 〃  

W 邸新築工事の内 
基礎工事 東京都中央区 豊田一郎 ✓  1,600 千円 千円 令和  5 年 4 月 令和  5 年 5 月  

L A 下請  県道758 号線道路側溝工事 〃 岡崎三男 ✓  1,500 千円 千円 令和  5 年 5 月 令和  5 年 5 月  
M B 〃  県道123 号線道路側溝工事 東京都新宿区 岡崎三男 ✓  1,200 千円 千円 令和  5 年 5 月 令和  5 年 5 月  
              
       

小 計 13 
     件 

45,200 
    千円 

 
 

    千円 

うち、元請工事  

       21,000 千円 千円  
              
       

合 計 52 
    件 

70,000 
    千円 

 
 

    千円 

うち、元請工事  

  ･･･ 「軽微な工事」   25,000 千円 50,000 千円  
             

 
① 建設工事の種類、税込・税抜の別 

  業種の記載ミス、税込・税抜の選択ミスがないように注意して下さい。 

 
② 元請工事の７割部分に係る完成工事（上図のＡ～Ｃの工事） 

  決算期の元請完成工事について、金額の大きい順番に記載して下さい。 
 今回は、「元請工事の合計額の７割を超えた」ため、③の工程に進みます。 
 
③ 全体（元請・下請）工事に係る完成工事（上図のＤ～Ｍの工事） 

  決算期の完成工事について、元請（②に記載したもの以外）・下請で金額の大きい順番に記載して下さい。 
 今回は、「軽微な工事を 10 件以上記載した」ため、④の工程に進みます。 
 

④ 未成工事（上図に該当箇所なし） 

  決算期の未成工事について、元請・下請で金額の大きい順番に記載して下さい。 

 
⑤ 小計（Ａ～Ｍ部分の合計）・合計 

  ①で記載した工事の件数及び合計金額を記載して下さい。 
 ※ ②～④までの工程で記載しなかった工事がある場合、小計に計上する必要はありませんが、合計には 

計上して下さい。 
※ １つの業種を２枚以上にわたり作成する場合は、合計欄はその業種の最終ページにのみ、件数及び 

合計額を記載して下さい。 
  

とび・土工・コンクリート 

① 

② 

③ 
⑤ 
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＊記載例３ 全ての完成工事高の合計額７割に達した場合 
様式第二号（第二条、第十九条の八関係） 工  事  経  歴  書 (用紙 A4)  

 (建設工事の種類)  工事 （ 税込 ・ 税抜 ）        
              
 

注 文 者 

元 
請 
又 
は 
下 
請 
の 
別 

ＪＶ 
の 
別 

工 事 名 
工事現場のある 
都道府県及び 
市 区 町 村 名 

配 置 技 術 者 請 負 代 金 の 額 工    期 

 
氏 名 

主任技術者又は監理技術者

の別(該当箇所にレ印を記載)  

うち、 
 ・PC 
 ・法面処理 
 ・鋼橋上部 

着工年月 
完 成 又 は 
完成予定年月 

主任技術者 監理技術者 

A Z 元請 JV Z 邸木造住宅基礎工事 東京都千代田区 東京一郎 ✓  100,000 千円 千円 令和  5 年 12 月 令和  6 年 1 月  
B Y 〃 JV Y 邸車止め設置工事 〃 愛知太郎 ✓  60,000 千円 千円 令和  5 年 3 月 令和  6 年 2 月  
C 東北土木 〃  錦住宅敷地盛土及び基礎工事 〃 一宮二郎 ✓  3,200 千円 千円 令和  5 年 3 月 令和  5 年 4 月  
D 関東建設 下請  豊橋川改修工事の内掘削工事 〃 津島一平 ✓  8,000 千円 千円 令和  5 年 5 月 令和  5 年 5 月  
E 北陸産業 〃  

丸の内ビル新築工事の内 
外構工事 〃 半田五郎 ✓  7,500 千円 千円 令和  6 年 1 月 令和  6 年 1 月  

F 中部塗装 〃  
豊川アパート改築工事の内 

足場仮設工事 〃 岡崎三男 ✓  6,300 千円 千円 令和  5 年 10 月 令和  5 年 11 月  

G 近畿組 〃  
栄ビル新築工事の内 

くい打工事 〃 豊田一郎 ✓  5,100 千円 千円 令和  5 年 9 月 令和  5 年 9 月  

H 中国建築 〃  一般国道99 号線道路新設工事 〃 名古屋三郎 ✓  2,000 千円 千円 令和  5 年 3 月 令和  5 年 3 月  
I 四国道路 〃  

一般国道100 号線道路改良 
工事の内カッター工事 〃 愛知太郎 ✓  1,800 千円 千円 令和  5 年 4 月 令和  5 年 4 月  

          千円 千円 平成    年  月 平成    年   月  
    

 
     千円 千円 平成    年  月 平成    年  月  

         千円 千円 平成    年  月 平成    年  月  
         千円 千円 平成    年  月 平成    年  月  

              
       

小 計 ９ 
     件 

193,900 
    千円 

 
 

    千円 

うち、元請工事  
       163,200 千円 千円  
              
       

合 計 52 
    件 

276,000 
    千円 

 
 

    千円 

うち、元請工事  

  ･･･ 「軽微な工事」   233,000 千円 50,000 千円  
             

 

① 建設工事の種類、税込・税抜の別 

  業種の記載ミス、税込・税抜の選択ミスがないように注意して下さい。 

 
② 元請工事の７割部分に係る完成工事（上図のＡ～Ｃの工事） 

  決算期の元請完成工事について、金額の大きい順番に記載して下さい。 
 今回は、「元請工事の合計額の７割を超えた」ため、③の工程に進みます。 
 
③ 全体（元請・下請）工事に係る完成工事（上図のＤ～Ｉの工事） 

  決算期の完成工事について、元請（②に記載したもの以外）・下請で金額の大きい順番に記載して下さい。 
 今回は、「全体工事の合計額の７割を超えた」ため、④の工程に進みます。 
 

④ 未成工事（上図に該当箇所なし） 

  決算期の未成工事について、元請・下請で金額の大きい順番に記載して下さい。 

 
⑤ 小計（Ａ～Ｉ部分の合計）・合計 

  ①で記載した工事の件数及び合計金額を記載して下さい。 
 ※ ②～④までの工程で記載しなかった工事がある場合、小計に計上する必要はありませんが、合計には 

計上して下さい。 
※ １つの業種を２枚以上にわたり作成する場合は、合計欄はその業種の最終ページにのみ、件数及び 

合計額を記載して下さい。 
  

とび・土工・コンクリート 

① 

② 

③ 

⑤ 
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表１ 建設工事業の内容（昭和４７年３月８日 建設省告示第３５０号） 

  建設工事の種類 建設工事の内容 

１． 土 木 一 式 工 事 
総合的な企画、指導、調整のもとに土木工作物を建設する工事（補修、改造又は解体する工事を含
む。以下同じ。） 

２． 建 築 一 式 工 事 総合的な企画、指導、調整のもとに建築物を建設する工事 

３． 大 工 工 事 木材の加工又は取付けにより工作物を築造し、又は工作物に木製設備を取付ける工事 

４． 左 官 工 事 工作物に盛土、モルタル、漆くい、ブラスター、繊維等をこて塗り、吹付け、又ははり付ける工事 

５． 
と び ・ 土 工 
コ ン ク リ ー ト 工 事 

イ．足場の組立て、機械器具・建設資材等の重量物の運搬配置、鉄骨等の組立て、工作物の解体等を
行う工事 

ロ．くい打ち、くい抜き及び場所打ちぐいを行う工事 
ハ．土砂等の掘削、盛上げ、締固め等を行う工事 
ニ．コンクリートによる工作物を築造する工事 
ホ．その他基礎的ないしは準備的工事 

６． 石 工 事 
石材（石材に類似のコンクリートブロック及び凝石を含む。）の加工又は積方により工作物を築造し、
又は工作物に石材を取付ける工事 

７． 屋 根 工 事 瓦、スレート、金属薄板等により屋根をふく工事 

８． 電 気 工 事 発電設備、変電設備、送配電設備、構内電気設備等を設置する工事 

９． 管 工 事 
冷暖房、空気調和、給排水、衛生等のための設備を配置し、又は金属製等の管を使用して水、油、ガ
ス、水蒸気等を送配するための設備を設置する工事 

10． 
タ イ ル ・ れ ん が 
ブ ロ ッ ク 工 事 

れんが、コンクリートブロック等により工作物を築造し、又は工作物にれんが、コンクリートブロッ
ク、タイル等を取付け、又ははりつける工事 

11． 鋼 構 造 物 工 事 形鋼、鋼板等の鋼材の加工又は組立てにより工作物を築造する工事 

12． 鉄 筋 工 事 棒鋼等の鋼材を加工し、接合し、又は組立てる工事 

13． ほ 装 工 事 道路等の地盤面をアスファルト、コンクリート、砂、砂利、砕石等によりほ装する工事 

14． し ゅ ん せ つ 工 事 河川、港湾等の水底をしゅんせつする工事 

15． 板 金 工 事 金属薄板等を加工して工作物に取付け、又は工作物に金属製等の付属物を取付ける工事 

16． ガ ラ ス 工 事 工作物にガラスを加工して取付ける工事 

17． 塗 装 工 事 塗料、塗材等を工作物に吹付け、塗付け、又ははり付ける工事 

18． 防 水 工 事 アスファルト、モルタル、シーリング材等によって防水を行う工事 

19． 内 装 仕 上 工 事 
木材、石膏ボード、吸音板、壁紙、たたみ、ビニール床タイル、カーペット、ふすま等を用いて建築
物の内装仕上げを行う工事 

20． 機 械 器 具 設 置 工 事 機械器具の組立て等により工作物を建設し、又は工作物に機械器具を取付ける工事 

21． 熱 絶 縁 工 事 工作物または工作物の設備を熱絶縁する工事 

22． 電 気 通 信 工 事 
有線電気通信設備、無線電気通信設備、放送機械設備、データ通信設備等の電気通信設備を設置する
工事 

23． 造 園 工 事 整地、樹木の植栽、景石のすえ付け等により庭園、公園、緑地等の苑地を築造する工事 

24． さ く 井 工 事 さく井機械等を用いてさく孔、さく井を行う工事又はこれらの工事に伴う揚水設備設置等を行う工事 

25． 建 具 工 事 工作物に木製又は金属製の建具等を取付ける工事 

26． 水 道 施 設 工 事 
上水道、工業用水道等のための取水、浄水、配水等の施設を築造する工事又は公共下水道若しくは流
域下水道の処理設備を設置する工事 

27． 消 防 施 設 工 事 
火災警報設備、消火設備、避難設備若しくは消火活動に必要な設備を設置し、又は工作物に取付ける
工事 

28． 清 掃 施 設 工 事 し尿処理施設又はごみ処理施設を設置する工事 

29． 解 体 工 事 工作物の解体を行う工事 
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表１－１ 建設工事の例示（昭和４７年３月１８日 建設省通達第４６号） 

  建設工事の種類 建設工事の例示 

１． 土 木 一 式 工 事  

２． 建 築 一 式 工 事  

３． 大 工 工 事 大工工事、型枠工事、造作工事 

４． 左 官 工 事 左官工事、モルタル工事、モルタル防水工事、吹付け工事、とぎ出し工事、洗い出し工事 

５． と び ・ 土 工 
コ ン ク リ ー ト 工 事 

イ．とび工事、ひき工事、足場等仮設工事、重量物の揚重運搬は一校時、鉄骨組立て工事、コンク
リートブロック据付工事、工作物解体工事 

ロ．くい工事、くい打ち工事、くい抜き工事、場所ぐい工事 
ハ．土工事、掘削工事、根切り工事、発破工事、盛土工事 
ニ．コンクリート工事、コンクリート打設工事、コンクリート圧送工事、プレストレストコンクリ

ート工事 
ホ．地すべり防止工事、地盤改良工事、ボーリンググッラウト工事、土留め工事、仮締切り工事、

吹付け工事、道路付属物設置工事、捨石工事、外構工事、はつり工事 

６． 石 工 事 石積（張り）工事、コンクリートブロック積み（張り）工事 

７． 屋 根 工 事 屋根ふき工事 

８． 電 気 工 事 発電設備工事、送配電線工事、引込線工事、変電設備工事、構内電気設備（非常用電気設備を含
む。）工事、照明設備工事、電車線工事、信号設備工事、ネオン装置工事 

９． 管 工 事 冷暖房設備工事、冷凍冷蔵設備工事、空気調和設備工事、給排水・給湯設備工事、厨房設備工事、
衛生設備工事、浄化槽工事、水洗便所設備工事、ガス配管工事、ダクト工事、管内更生工事 

10． タ イ ル ・ れ ん が 
ブ ロ ッ ク 工 事 

コンクリートブロック積み（張り）工事、レンガ積み（張り）工事、タイル張り工事、築炉工事、
石綿スレート張り工事 

11． 鋼 構 造 物 工 事 鉄骨工事、橋梁工事、鉄塔工事、石油、ガス等の貯蔵用タンク設置工事、屋外広告工事、閘門、水
門等の門扉設置工事 

12． 鉄 筋 工 事 鉄筋組立て工事、ガス圧接工事 

13． ほ 装 工 事 アスファルトほ装工事、コンクリートほ装工事、ブロックほ装工事、路盤築造工事 

14． し ゅ ん せ つ 工 事 しゅんせつ工事 

15． 板 金 工 事 板金加工取付け工事、建築板金工事 

16． ガ ラ ス 工 事 ガラス加工取付け工事 

17． 塗 装 工 事 塗装工事、溶射工事、ライニング工事、布張り仕上工事、鋼構造物塗装、路面表示工事 

18． 防 水 工 事 アスファルト防水工事、モルタル防水工事、シーリング工事、塗膜防水工事、シート防水工事、注
入防水工事 

19． 内 装 仕 上 工 事 インテリア工事、天井仕上工事、壁張り工事、内装間仕切り工事、床仕上工事、たたみ工事、ふす
ま工事、家具工事、防音工事 

20． 機 械 器 具 設 置 工 事 
プラント設備工事、運搬機械設置工事、内燃力発電設備工事、集塵機器設置工事、給排気機器設置
工事、揚排水機器設置工事、ダム用仮設設備工事、遊戯施設設置工事、舞台装置設置工事、サイロ
設置工事、立体駐車設備工事 

21． 熱 絶 縁 工 事 冷暖房設備、冷凍冷蔵設備、動力設備又は燃料工場、化学工業等の設備の熱絶縁工事 

22． 電 気 通 信 工 事 電気通信線路設備工事、電気通信機械設置工事、放送機械設置工事、空中設備工事、データ通信設
備工事、情報制御設備工事、ＴＶ電波障害防除設備工事 

23． 造 園 工 事 植栽工事、地被工事、景石工事、地ごしらえ工事、公園設備工事、広場工事、園路工事、水景工
事、屋上等緑化工事 

24． さ く 井 工 事 さく井工事、観測井工事、還元井工事、温泉掘削工事、井戸築造工事、さく孔工事、石油掘削工
事、天然ガス掘削工事、揚水設備工事 

25． 建 具 工 事 金属製建具取付け工事、サッシ取付け工事、金属製カーテンウォール取付け工事、シャッター取付
け工事、自動ドアー取付け工事、木製建具取付け工事、ふすま工事 

26． 水 道 施 設 工 事 取水施設工事、浄水施設工事、配水施設工事、下水処理設備工事 

27． 消 防 施 設 工 事 

屋内消火栓設置工事、スプリンクラー設置工事、水噴霧、泡、不燃性ガス、蒸発正液体または粉末
による消火設備工事、屋外消火栓設置工事、動力消防ポンプ設置工事、火災報知設置工事、漏電火
災警報器設置工事、非常警報設置工事、金属製避難はしご、救命袋、援降機、避難橋又は排煙設備
の設置工事 

28． 清 掃 施 設 工 事 ごみ処理施設工事、し尿処理施設工事 

29． 解 体 工 事 工作物解体工事 
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 （3） 直前３年の各事業年度における工事施工金額（様式第三号） 
         （用紙 A４）  
 様式第三号（第二条関係）          

  直前３年の各事業年度における工事施工金額    

        （税込・税抜／単位：千円）  
 

事 業 年 度 
注 文 者 
の 区 分 

許可に係る建設工事の施工金額 その他の建 
設工事の施 
工 金 額 

合 計 
 

 
とび土工 

工事 
石 工事 舗装 工事 

消防施設 
工事 

 

 
第 6 8 期 
令和 5 年 3 月１日から 
令和 6 年２月 29 日まで 

元 公 共 40,500 22,327 625,433 0 0 688,260  
 請 民 間 9,500 75,100 87,692 0 0 172,292  
 下 請 15,000 20,096 55,450 0 2,700 93,246  
 計 65,000 117,523 768,575 0 2,700 953,798  
 

第 6 7 期 
令和４年３月１日から 
令和５年２月 28 日まで 

元 公 共 26,630 20,950 610,386 0 0 657,966  
 請 民 間 0 60,766 157,187 0 3,896 221,849  
 下 請 23,670 8,051 41,609 0 2,120 75,450  
 計 50,300 89,767 809,182 0 6,016 955,265  
 

第６６期 
令和 3 年 3 月１日から 
令和 4 年２月 28 日まで 

元 公 共 37,295 0 636,496 0 0 673,791  
 請 民 間 8,670 131,350 90,470 0 0 230,490  
 下 請 33,865 26,490 148,396 0 6,235 214,986  
 計 79,830 157,840 875,362 0 6,235 1,119,267  
 

第  期 
平成 年 月 日から 
平成 年 月 日まで 

元 公 共        
 請 民 間        
 下 請        
 計        
 

第  期 
平成 年 月 日から 
平成 年 月 日まで 

元 公 共        
 請 民 間        
 下 請        
 計        

 

 
記載要領 
 １．この表には、申請又は届出をする日の直前３年の各事業年度に完成した建設工事の請負代金の額を記載すること。 
 ２．「税込・税抜」については、該当するものに丸を付すこと。 
 ３．「許可に係る建設工事の施工金額」の欄は、許可に係る建設工事の種類ごとに区分して記載し、「その他の建設工 

事の施工金額」の欄は、許可に係る建設工事以外の建設工事について記載すること。 
 ４．記載すべき金額は、千円単位をもって表示すること。 
   ただし、会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第６項に規定する大会社にあっては、百万円単位をもって 

表示することができる。この場合、「（単位：千円）」とあるのは「（単位：百万円）」として記載すること。 
 ５．「公共」の欄は、国、地方公共団体、法人税法（昭和 40 年法律第 34 号）別表第一に掲げる公共法人（地方公共団体 
  は除く。）及び第 18 条に規定する法人が注文者である施設又は工作物に関する建設工事の合計額を記載すること。 
 ６．「許可に係る建設工事の施工金額」に記載する建設工事の種類が５業種以上にわたるため、用紙が２枚以上にな 
  る場合は、「その他の建設工事の施工金額」及び「合計」の欄は、最終ページにのみ記載すること。 
 ７．当該工事に係る実績が無い場合においては、欄に「０」と記載すること。 

 

 
 「直前３年の各事業年度における工事施工金額」は、各事業年度の工事の完成工事高について記 
載するものです。ここに記載された数値は、対応する事業年度に作成された「工事経歴書」の数値 
と合致します。 
 詳細は上図の「記載要領」を確認願いますが、記載箇所を４つのポイントに分けて簡単に解説し 
ます。 

 
 

① 税込・税抜の別 

   工事経歴書の作成で採用したものを選択して下さい。 

 

② 事業年度 

   申請事業年度を含めた直近３年（36 ヶ月）分を記載して下さい。 
  ※ 開業・会社設立から３年未満の場合は、設立日から当期までの完成工事高の記載をお願いし 

ます。 
  

色付き箇所の数値は、 
p.37 の「損益計算書」 
の完成工事高の金額と 
一致します 

① 

② ③ ④ 
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③ 施工金額 

   工事経歴書を作成した業種について、完成工事高を「元請（公共）工事」「元請（民間）工事」「下 
請工事」の３種類に分類して千円単位で記載して下さい。 

   なお、「計」の欄に記載する数字は、工事経歴書の「合計」と同じ数字になります。 
  図示すると、下記のとおりです。  

〈工事経歴書〉      〈直前３年の～施工金額〉 

            

（建設工事の種類） とび・土工・コンクリート工事     とび・土工工事  

  ･･･ 

    元 公 共 40,500  

      請 民 間 9,500  

合計 52 
件 

65,000 
 千円 

 
 千円 

うち、元請工事   下  請 15,000  

50,000 千円 千円    計 65,000  

           

           
 
 
  ※ 許可を持っている業種で施工実績がない（＝工事経歴書の合計額が０）場合でも、記載願います。 
    （p.13 の表における「消防施設」の箇所） 
  ※ 工事経歴書を作成していない（＝許可を持っていない）工事業種の完成工事高については、「その 

他の建設工事の施工金額」の欄に記載して下さい。 
  ※ 「元請（公共）」に計上できる工事は、発注者（＝契約の相手方）が下記の場合のみです。 
   該当しない元請工事は、「元請（民間）」に計上して下さい。 
   【元請（公共）に該当する発注者】 
    ・国 
    ・地方公共団体（都道府県、市区町村） 
    ・法人税法（昭和 40 年法律第 34 号）別表第一に掲げる公共法人 
    ・建設業法施行規則第 18 条に掲げる法人 
 

 ④ 合計 

   ③で記載した完成工事高について、「元請（公共）工事」「元請（民間）工事」「下請工事」「計」の 
各項目の合計を記載して下さい。 
※ 複数枚にわたって作成した場合は、最終ページに合計額を記載して下さい。  

一致 一致！ 

一致！ 一致！ 
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 （4） 使用人数（様式第四号）の記入例 
     （用紙 A４）  
 様式第四号（第二条関係）  令和 ６ 年 ２月 29 日  
      
     使  用  人  数    

 

営 業 所 の 名 称 

技 術 関 係 使 用 人 

事務関係使用人 合   計 

 

 建設業法第７条第２号 
イ、ロ若しくはハ又は 

同法第 15 条第２号イ若 
しくはハに該当する者 

その他の技術関係使用人 

 

  人 人 人 人  

 本  社 ８   ２   ４  １４   

 旭川支店 ２   １   １  ４   

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

 合    計 １０  人 ３  人 ５ 人 １８ 人  

  
記載要領 
 １．この表には、法第５条の規定（法第 17 条において準用する場合を含む。）に基づく許可の申請の場合は、当 

該申請をする日、法第 11 条第３項（法第 17 条に準用する場合を含む。）の規定に基づく届出の場合は、当該 
事業年度の終了の日において建設業に従事している使用人数を、営業所ごとに記載すること。 

 ２．「使用人」は、役員、職員を問わず雇用期間を特に限定することなく雇用された者（申請者が法人の場合は 
常勤の役員を、個人の場合はその事業主を含む。）をいう。 

 ３．「その他の技術関係使用人」の欄は、法第７条第２号イ、ロ若しくはハ又は法第 15 条第２号イ若しくはハに 
該当するものではないが、技術関係の業務に従事している者の数を記載すること。 
 

 

 

  「使用人数」は、決算報告書に添付する場合、事業年度終了時における建設業に従事する従業員 
 の数を営業所ごとに記載するものです。 
  ここでいう「使用人」は、雇用期間を特に限定することなく、常時雇用されている者のことを指 

し、短期雇用の労務者は含まれませんので、ご留意下さい。 
 なお、本書は、前回提出した「許可申請書」若しくは「決算報告書」の記載内容から変更が無い 
場合は提出を省略することができます。 
 記載事項については下記のとおりです。 
 

① 営業所の名称 

   建設業の許可をもっている営業所（＝許可申請の際に、「営業所一覧」で記載した営業所）に 
  ついて記載願います。 
   該当しない営業所については記載不要です。 

    

① ② 

③ ④ 
⑤ 

⑥ 
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② 建設業法第７条第２号イ、ロ若しくはハ又は同法第 15 条第２号イ若しくはハに該当する者 

    建設業に従事する従業員のうち、営業所技術者等の要件を満たす従業員の人数を営業所ごとに記 
   載して下さい。 
    お持ちの資格が②に該当するかどうかは、別冊子「建設業許可申請の手引き」の p.27～p.32 の表を 

ご確認願います。 
 

  ③ その他の技術関係使用人 

    ②の条件には該当しないが、技術関係の業務に従事している従業員の人数を営業所ごとに記載 
して下さい。 

 

  ④ 事務関係使用人 

    ②及び③に該当しないが、建設業部門に所属している従業員の人数を営業所ごとに記載してく 
ださい。 

 

※ ②～④に該当する従業員について、それぞれの条件とは別に下記の共通の条件があります。 
 こちらも確認の上、作成願います。 

②
～
④
の 

従
業
員 

該当（常勤のみ） 非該当 

建設部門の従業員、（代表）取締役、理事、 

社員、事業主、支配人など 

非常勤の従業員（取締役、理事等も含む）、 

監査役、建設部門以外の従業員、パート、 

アルバイトなど 

 

  ⑤ 合計（各営業所ごと） 

    ②～④に記載した人数について、営業所ごとの合計を記載して下さい。 
 
  ⑥ 合計（全営業所分） 
    ②～④に記載した人数について、各項目における全営業所の合計人数を記載して下さい。 
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 （5）納税証明書について 
 別記第６号様式の７（第 16 条の５、第 68 条、第 69 条関係） 

 納  税  証  明  書 

その１ 一般用      

 
 

税 証 第    号 
 

納  税  証  明  書 
 

住 所（所在地）            
 

氏 名（名 称）            
 

 

  税 目  
証 明 書 の 

使 用 目 的 
   

           

  
年 度 及 び 

区 分 

納付（納入） 

す べ き 額 

納付（納入） 

済 額 
未 納 額 法 定 納 期 限 等  

 

         

         

         

         

  
摘 要 

 
 

 

 

  上記のとおり証明します。 
 

      年   月    日 
 

                  北海道    知事（振興局⾧）       □印  
 

 

備考 確定税額等以外の証明の場合は、「摘要」欄を利用すること。 

 

  記載にあたっての注意 

   ◎知事許可 ･･････ 事業税の証明書（原本）を添付 
    ① 直前１年の事業年度に係る納付すべき額及び納付済額を記載されたもので様式は次のように 

なっています。（各振興局税務課又は道税事務所へ請求して下さい。） 
        ● 法人 ･･････ 法人事業税 
        ● 個人 ･･････ 個人事業税 
    ② 申請時期の関係で上記納税証明書の交付が道税事務所等の事由により、交付を受けることが 

出来ない場合は、直前２年前の納税証明書摘要欄に決算期及び申告額を記載して下さい。 
（記載例） 
  １．決算期：令和○年○月○日～令和○年○月○日 
  ２．申告額：第△期 事業税○○,○○○円 

      なお、設立後間もないため納税証明書の添付が出来ない場合に限り、納税証明不添付理由書 
を添付して下さい。 

    ※ 税務署で発行される「納税証明書（法人税）」と間違えないようにして下さい。 
    ※ 納税証明書（法人事業税・個人事業税）の交付請求書を建設指導課まで提出しないで下さい。 
      納税証明書（法人事業税・個人事業税）の発行窓口は各振興局税務課・道税事務所となります。   

（事業税） 
 

納税証明不添付理由書 
（納税自己証明書） 

 
令和 年 月 日  

 
 
 
北海道知事 様 

申請書 
 

令和  年度（第  期）決算に係る納税証明書の添付に
ついては、税務当局の都合により添付できません。 

 
記  

１．決算期    年 月 日～    年 月 日 
２．申告額  第  期 事業税   円 
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第２章 法人における財務諸表の作成方法（会計処理の方法） 

１ 財務諸表とは 

  財務諸表とは、建設業者の財務状況や経営成績を示したものです。 
本章で解説するのは、建設業法に基づく決算報告書の財務諸表であり、税務署に提出するものと異なり建設 

 業に特化した様式となっております（※１）。財務諸表の主な構成（※２）として「貸借対照表」「損益計算書」 
「完成工事原価報告書」「株式資本等変動計算書」「注記表」「事業報告書（※３）」「附属明細表（※４）」に分 
かれています。 
 なお、財務諸表についても、原則、千円単位（※５）で記載して下さい。 
※１ あくまでも勘定科目等（＝内訳）を建設業に特化させただけであり、税務署に提出する決算報告書と本 
  質的に同じものです。そのため、「法人税等」の金額も税務署に提出したものから変えないで下さい。 

 ※２ 個人事業主における財務諸表の構成は、後述の 67 ページにて解説します。 
 ※３ 株式会社（特例有限会社を除く）のみ作成願います。 
 ※４ 株式会社において「資本金が１億円を超える」又は「負債総額が 200 億円以上」となる場合に添付が義 
   務づけられます。上記の条件に該当しない場合は、作成不要です。 
 ※５ 「会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第６項」に規定する大会社の場合のみ、百万円単位で記載で 
   きます。その場合、「（単位：千円）」を「（単位：百万円）」に修正し、記載して下さい。 
 
２ 法人における財務諸表の作成について 

  財務諸表の勘定科目については、「建設業法施行規則第四条及び第十条に規定する別記様式第十五号及び第十 
 六号の国土交通大臣の定める勘定科目の分類（国土交通省告示第 1660 号）」で定められています。 
  上述の告示を基にそれぞれの書類について、(1)～(7)に分けて記載方法を解説します。 
 (1) 貸借対照表 
 (2) 損益計算書 
 (3) 完成工事原価報告書 
 (4) 株式資本変動計算書 
 (5) 注記表 
 (6) 事業報告書 
 (7) 附属明細表 
 

(1) 貸借対照表（様式第 15 号） 

    貸借対照表は「Ⅰ 資産の部」「Ⅱ 負債の部」「Ⅲ 純資産の部」の３つの部から成り立っています。３つ 
   の部の関係は下図のようなイメージです。 

   

資産の部 
 

負債の部＋純資産の部 

 
資産の部 

負債の部 

 純資産の部 
   
 会社の換価価値 

のある財産 
(例：現金、売掛 
金、土地など） 

会社の財産の 
調達方法 
(例：借入金、純 
利益など) 

    
   ※ 「資産合計」＝「負債合計」＋「純資産合計」にならなかった場合、科目に計上した数字が誤りで 
    ある可能性があるので、財務諸表の正誤チェックにご利用下さい。 
  

＝
 

「流動資産」＋「固定資産」＋「繰延資産」 

「流動負債」＋「固定負債」 

「株主資本等変動計算書」の期末残高の 

数値と同じ 
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ア 資産の部 

  資産の部は、「流動資産」「固定資産」「繰延資産」に区分されます。 
 以下、記載例とともにそれぞれの区分について勘定科目の解説を行います。 

Ⅰ 流動資産 

流動資産の中には、現金、預金、受取手形、完成工事未収入金及びその他営業取引によって生じた 
金銭債権等が含まれます。ただし、貸付金、未収入金等の営業取引以外の取引によって生じた債権に 
ついては、決算日の翌日から起算して１年以内に期日が到来するもののみが記載されることとなりま 
す。（企業会計原則注 16） 

     ※ 営業取引によって生じた債権は流動資産とし、営業取引以外によって生じた債権についてのみ、 
１年基準（ワンイヤールール）が適用されることとなっています。ただし、破産債権、更生債権等 
の債権で、１年以内に回収できないことが明らかなものは、固定資産の「３ 投資その他の資産」 
に記載しなければなりません。 

   

             
 様式第 15 号          
    貸  借  対  照  表     
          

    令和 ６ 年 2 月 29 日現在     
       

会社名  北海道許可建設株式会社 
  

     資  産  の  部      

 Ⅰ  流  動  資  産   千円      

  １ 現金預金   777.738.345      

  ２ 受取手形   777.772.800      

  ３ 完成工事未収入金   777.719.883      

  ４ 売掛金   777.771.544      

  ５ 有価証券   777.777.780      

  ６ 未成工事支出金   777.777.795      

  ７ 材料貯蔵品    777.771.574      

  ８ 販売用資産   777.777.780      

  ９ 短期貸付金   777.776.279      

  10 前払費用   777.771.000      

  11    777.777.780      

  12    777.777.780      

  13    777.777.780      

  14 その他   777.777.780      

   貸倒引当金  △ 777.777.780   千円   

   流  動  資  産  合  計     777.773.002 A  

  
資産合計の５％より多い金額にな 
るものは別途科目をたてて記載し 
て下さい（固定資産の「その他」 
も同じ） 

 

合計欄の数値は、各勘定科目の 
円単位の金額を合計し、千円単 
位をもって表示して下さい 
（以下同じ） 

 

各勘定科目の数値は、端数（千
円未満）の処理を「切り捨て」
「切り上げ」「四捨五入」のい
ずれかに統一して千円単位で
表示して下さい 
※ 以下、財務諸表内で全て

同じ方式で計上すること 
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１ 現金預金 

  本勘定科目に計上できるのは、「現金」及び「預金」に分類されるものです。 
  「現金」に該当するものは、現金、小切手、送金小切手、送金為替手形、郵便為替証書、振替貯金払 

出証書、期限の到来した公社債の利礼等です。 
 「預金」に該当するものは、金融機関に対する預金や郵便貯金、郵便為替貯金、金銭信託等の金銭債 
権で決算期後１年以内に現金化できると認められるものです。ただし、当初の履行期が１年を超えたも 
の又は超えると認められたものは、p.25 で解説する「３ 投資その他の資産」に計上されることになりま 
す。 

 
  ２ 受取手形 

営業取引によって発生した手形債権（※）を記載します。ただし、このうち破産債権、再生債権、更 
生債権その他これらに準ずる債権で、決算期後１年以内に回収できないことが明らかなものは、p.25 で 
解説する「３ 投資その他の資産」に計上されることになります。 
※ 手形割引、裏書に供したものは本勘定科目から控除して、注記表 7(2)に金額を記載して下さい。 

 
３ 完成工事未収入金 

完成工事請負代金にかかる未収額（※）を記載して下さい。ただし、このうち破産債権、再生債権、 
   更生債権その他これに準ずる債権で、決算期後１年以内に回収できないことが明らかなものは、p.25 で 

解説する「３ 投資その他の資産」に計上されることになります。 
建設業以外の事業の未収額については、次の「４ 売掛金」に記載して下さい。 

※ 税抜方式を採用している場合でも、取引に係る消費税及び地方消費税を含めて記載して下さい。 
 

  ４ 売掛金 

建設業以外の事業の未収額を記載して下さい。 
 

  ５ 有価証券 

時価の変動により利益を得ることを目的として保有する有価証券及び決算期後１年以内に満期の到来 
する有価証券です。 

なお、１年を超えて保有するものは、「３ 投資その他の資産」の勘定科目である「(1) 投資有価証券」 
   として記載されることとなります。 

 
６ 未成工事支出金 

完成工事原価に計上していない工事、つまり、決算日までに施工が完了していない工事に対する工事 
   費(進捗状況に応じた計上が認められている場合は、施工が完了していない部分の工事費）、材料の購入 

費、外注のための前渡金及び手付金等の、工事原価の経費を記載することとなります。 
建設業において、工事原価の経費は、発生段階で費用とするのではなく、工事が収益に計上されるま 

   で未成工事支出金として経理されることとなっています。 
下記の記載例では、未成工事支出金を計上する場合の勘定科目の仕訳について一例として①～④の設 

   例を記載しています。左欄に「借方(資産の増加)」、右欄に「貸方(負債・純資産の増加)」の分類となっ 
ております。（以下、同じ分類） 
 

   例) 未成工事における勘定科目の仕訳 
     設例① ○○号現場の材料を購入し、現金で支払った  

借方 貸方 
未成工事支出金 
（材料費）      1,400 千円 

現     金 
      1,400 千円 
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設例② △△号現場の労務費を現金で支払った  
借方 貸方 

未成工事支出金 
（労務費）      2,000 千円 

現     金 
     2,000 千円 

 
設例③ □□号現場で使用する機械の燃料を掛で購入  

借方 貸方 
未成工事支出金 

経   費     1,900 千円 
 機械等経費 

工 事 未 払 金 
      1,900 千円 

 
     設例④ ☆☆号現場の工事が完了したとき  

借方 貸方 
完成工事原価 

      8,300 千円 
未成工事支出金 

      8,300 千円 
 
 

７ 材料貯蔵品 

手持ちの工事用材料及び消耗工具器具（仮設材料、機械部品を含む。ただし、固定資産として計上し 
なければならないものを除く。）並びに事務用消耗品について記載します。 

ただし、未成工事支出金、完成工事原価又は販売費及び一般管理費に計上されているものは控除して 
下さい。 

 
設例 ○○号現場が完成し、材料の残があった（倉庫へ）  

借方 貸方 
材料貯蔵品 

      6,200 千円 
未成工事支出金 

      6,200 千円 
 
 ８ 販売用資産 

   建設業以外の事業に係る棚卸資産について記載して下さい。 
 

  ９ 短期貸付金 

役職員、関係会社等に対する貸付金（※）で、決算期１年以内に返済されるものを記載します。 
なお、１年を超えて保有するものは、「３ 投資その他の資産」の勘定科目である「(2) ⾧期貸付金」 

   として記載されることとなります。 
※ これら貸付金のうち、役員に対するものについては、注記表 7(4)に記載しなければなりません。 

 
１０ 前払費用 

未経過保険料、未経過支払利息、未経過地代家賃等の費用の前払で、決算期後 1 年以内に費用となる 
べきものが記載されることとなります。ただし、当初 1 年を超えた後に費用となるものとして支出され 
たものは、「３ 投資その他の資産」の勘定科目である「(4) ⾧期前払費用」として記載されることとな 
ります。 
 

                                         保険料 12 万円 
 
          ９月             ３月             ９月   
                       決算期               
 （当期保険料６万） 

未経過分 
（未経過保険料６万） 
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    例） p.21 図の保険料 12 万円のうち、６万円が決算期以降のものである時 
借方 貸方 

保険料          60 千円 
前払費用        60 千円 
（未経過支払利息） 

現     金     120 千円 

 
１４ その他 

未収収益（未収地代家賃、未収利息等）、立替金、仮払金、入札保証金等、上記の科目に含まれない 
ものを、「その他」として本勘定科目に一括して記載できます。ただし、これらの科目で、資産合計の 
100 分の５より多いものについては、「Ⅰ 流動資産」内の空欄に新しい勘定科目を作成し、記載して下 
さい。（※） 

   ※ 上記の科目のほか、一時的な保有が認められている自己株式、親会社株式（相当の時期に株式の処 
分をしなければならない）については、それぞれ独立した名称を付して、記載しなければなりません。 

 

○ 貸倒引当金 

受取手形、完成工事未収入金等の流動資産に属する債権に対する取り立て不能見込額を、一括して記 
   載して下さい。下記の記載例では、貸倒引当金を計上する場合の勘定科目の仕訳について、一例として 

①～③の設例を記載しています。 
 

  〈設例〉 貸倒引当金を計上する場合 
    設例① 営業債権の場合  

借方 貸方 
貸倒引当金繰入額（一般管理費） 

（※）     7,000 千円 
貸倒引当金 

      7,000 千円 
 

設例② 金銭債権の場合  
借方 貸方 

貸倒引当金繰入額（営業外費用） 
（※）     2,000 千円 

貸倒引当金 
      2,000 千円 

 
設例③ 貸倒引当金を戻入する場合  

借方 貸方 
貸倒引当金 

    8,000 千円 
貸倒引当金戻入（特別利益） 

（※）     8,000 千円 
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Ⅱ 固定資産 
       固定資産は、「１ 有形固定資産」「２ 無形固定資産」「３ 投資その他の資産」の三つに分類されます。 

 

 Ⅱ  固  定  資  産         

  １ 有 形 固 定 資 産   千円      

  （１）建 物 ・ 構 築 物   777.772.103      

  減価償却累計額  △ 777.771.186   777.777.917   

  （２）機 械 ・ 運 搬 具   777.733.463      

  減価償却累計額  △ 777.720.801   777.712.661   

  （３）工具器具・備品   777.771.996      

  減価償却累計額   △ 777.771.065   777.777.931   

  （４）土 地   777.715.187      

  （５）リ ー ス 資 産   777.777.780      

  減価償却累計額  △ 777.777.780   777.777.780   

  （６）建 設 仮 勘 定   777.777.780      

           
 

      千円      

  （７）そ の 他   777.773.445      

  減価償却累計額  △ 777.772.380   777.771.065   

  有形固定資産合計      777.730.763 B  

  ２ 無 形 固 定 資 産         

  （１）特 許 権   777.777.780      

  （２）借 地 権   777.777.780      

  （３）の れ ん   777.777.780      

  （４）リ ー ス 資 産   777.777.780      

  （５）そ の 他   777.777.780      

  無形固定資産合計      777.777.780 C  

  ３ 投資その他の資産         

  （１）投 資 有 価 証 券         

  （２）⾧ 期 貸 付 金   777.777.341      

  （３）破産更正債権等   777.777.780      

  （４）⾧ 期 前 払 費 用   777.777.780      

  （５）繰 延 税 金 資 産   777.777.780      

  （６）保 険 積 立 金   777.777.780      

  （７）    777.777.780      

  （８）そ の 他   777.777.137      

  貸 倒 引 当 金  △ 777.777.780      

  投資その他の資産合計      777.777.478 D  

  固 定 資 産 合 計（E＝B＋C＋D）   777.731.241 E  

           
   

残存価格（＝取得価格
―減価償却累計額）を
記載します 

合併、事業譲渡等により
取得した事業の取得原
価が、取得した資産及び
引き受けた負債に配分
された純額を上回る場
合の超過額を記載して
下さい 

履行期（満期）が１年を超える 
ものを記載して下さい 

下記のとおり記載して 
下さい 
上段→取得価格 
下段→減価償却累計額 

※１段しか無い場合は 
取得価格のみ記載 

無形固定資産は償却額を
控除した残額を記載して
下さい 
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１ 有形固定資産 

有形固定資産には、減価償却の対象となる全ての固定資産が含まれます。勘定科目として掲載されて 
いるものは、次のとおりです。 

   (1) 建築・建築物 

営業の用に供し、又は営業の用に供することを目的として保有する建物及び土地に定着する土木 
設備又は工作物を記載することとなります。社屋、倉庫、工場等は建物に含まれ、資材置き場、塀 
等は構築物に含まれますが、移動性仮設建物は工具器具として処理されることとなります。 

   (2) 機械・運搬具 

自走式機械・定置式機械に拘らず、全ての機械及び装置（コンベヤーを含む）や自動車、その他 
陸上運搬具（ダンプカー、ミキサー車、荷車等）の全てが記載されます。 

   (3) 工具器具・備品 

営各種の工具・器具の他、移動性仮設建物及び金属製の仮設材料等や、什器、備品のうち、耐用 
年数が 1 年以上のものが記載されます。 

  (4) 土地 

自家（自社）用の土地のことです。 
  (5) リース資産 

ファイナンス・リース取引におけるリース物件の借主が決算期時点で保有している資産のことで 
す。ただし、有形固定資産に属するものに限ります。 

  (6) 建設仮勘定 

有形固定資産建設中に支払われた材料費、労務費、経費等が記載されます。 
  (7) その他 

上記の科目に含まれないものを、「その他」として本勘定科目に一括して記載できます。ただし、 
    これらの科目で、資産合計の 100 分の５を超えるものについては、「１ 有形固定資産」内の空欄に 

新しい勘定科目を作成し、記載して下さい。 
 

   ○ 減価償却累計額 

上記の(1)～(4)、(5)及び(7)の減価償却累計額勘定には、各勘定科目に対する減価償却累計額をそ 
の勘定科目に対する控除科目として記載します。 

    ※ 償却すべき資産については、事業年度の末日等において、相当の償却をしなければなりません。 
 
      例） 建物・構築物の減価償却費 
 

借方 貸方 
減価償却費（※） 

    4,000 千円 
（建物）減価償却累計額 

     4,000 千円 
 

２ 無形固定資産 

無形固定資産には、(1)～(4)のような各種の権利が含まれますが、貸借対照表の記載に当っては減価 
償却累計額を控除した末償却残高を記載することになります。 

   (1) 特許権 

有償取得又は有償創設したものです。 
   (2) 借地権 

有償取得したもの（地上権を含む）です。 
   (3) のれん 

合併、事業譲渡により取得した事業の取得原価が、取得した資産及び引き受けた負債に配分され 
た純額を上回る場合の超過額です。 
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   (4) リース資産 

ファイナンス・リース取引におけるリース物件の借主が決算期時点で保有している資産のことで 
す。ただし、無形固定資産に属するものに限ります。 

   (5) その他 

その他無形固定資産には、実用新案権、水道施設利用権等色々なものがありますが、これらの耐 
用年数については、夫々、税法で定められています。 

 

３ 投資その他の資産 

  有形固定資産、無形固定資産に該当しない固定資産について記載して下さい。なお、１年以内に換価 

できない流動資産についても、こちらの項目に記載して下さい。 

   (1) 投資有価証券 

⾧期に所有することが目的である有価証券（持合い株を含む）等が記載されます。 
     ※ 「Ⅰ 流動資産」の「５ 有価証券」に計上されたもの以外の有価証券についても記載願います。 
   (2) ⾧期貸付金 

「Ⅰ 流動資産」の「９ 短期貸付金」に計上されたもの以外の貸付金を記載して下さい。 
   (3) 破産更生債権等 

完成工事未収入金、受取手形等の営業債権及び貸付金、営業取引によって生じた破産債権、再生債 
権、更生債権及びこれらに準ずる債権で決算期後１年以内に弁済を受けられないことが明らかなもの 
（※）を記載して下さい。 
 

     ※ ⾧期金銭債権について取立不能の恐れがあり、又は弁済を受けられないことが明らかなものは取 

      立不能見込額を償却し、破産債権、更生債権の残額を表示します。 
 

(4) ⾧期前払費用 

未経過保険料、未経過支払利息、前払賃借料等の流動資産に記載された前払費用以外の前払費用を 
記載して下さい。 

  (5) 繰延税金資産 

税効果会計の適用により資産として計上されるものが記載されます。 
   (8) その他 

事業保険積立金、金銭信託、定期積金（設定日から履行期日が１年を超えるもの）、⾧期定期預金 
等、税法上取扱われている繰延資金、１年を超える債権、出資金等他の科目に属さないものも記載さ 
れます。 

ただし、これらの科目で、資産合計の 100 分の５を超えるものについては、「３ 投資その他の資産」 
内の空欄に新しい勘定科目を作成し、記載して下さい。 
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Ⅲ 繰延資産 
         旧商法施工規則においては、繰延資産として計上できる項目及び会計処理の具体的な取扱いが定 
     められていたが、会社計算規則では、「繰延資産として計上することが適当であると認められるもの」 

と規定（会社計算規則第 74 条第 3 項第 5 号）されている。本項目に計上した科目については、定額 
法（「４ 社債発行費」のみ利息法）等で一定の年数、償却を行う必要があります。また、償却方法 
については、「繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い」にて示されています。 

 Ⅲ  繰  延  資  産   千円      

  １ 創 立 費   777.777.780      

  ２ 開 業 費   777.777.780      

  ３ 株 式 交 付 費   777.777.780      

  ４ 社 債 発 行 費   777.777.780      

  ５ 開 発 費   777.777.780      

   繰 延 資 産 合 計     777.777.780 F  

   資 産 合 計 Ｇ＝Ａ＋Ｅ＋Ｆ   777.104.244 G  

               

           

 
   １ 創立費 

会社設立の際に係る諸費用のことです。定款等の作成費、株式募集のための広告費等が該当し 
ます。 

 
   ２ 開業費 

会社設立後、営業開始までに支出した開業準備のための費用のことです。開業前に支出した土 
地、建物等の賃借料、電気・ガス・水道費等が該当します。 

 
   ３ 株式発行費 

株式交付費のうち、企業規模の拡大のためにする資金調達などの財務活動にかかる費用のこと 
です。株式募集のための広告費、金融機関の取扱手数料等が該当します。 

 
    ４ 社債発行費 

企業規模の拡大のためにする資金調達などの財務活動に係る社債の発行のために直接支出した 
     費用のことです。社債募集のための広告費、金融機関の取扱手数料等が該当します。 

※ 新株予約券の発行等に係る費用を含みます。 
 

   ５ 開発費 
新技術の採用、市場の開拓等のために支出した費用のことです。 

※ 経常費の性格をもつものは含まれません。 
   

「Ⅰ 流動資産」の合計（Ａ）、 
「Ⅱ 固定資産」の合計（Ｅ）及び 
「Ⅲ 繰延資産」の合計（Ｆ）を 
合計した数値を記載下さい 
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イ 負債の部 
 負債の部は、「流動負債」「固定負債」に区分されます。 

 以下、記載例とともにそれぞれの区分について勘定科目の解説を行います。 
 

Ⅰ 流動負債 

      営業取引によって生じた支払手形、工事未払金等の負債は全て流動負債に記載されます。営業外取引 
によって生じた他の負債は、決算日の翌日から起算して１年以内に支払期限が到来するものが記載され 
ます。 
 
             
     負  債  の  部      

 Ⅰ  流  動  負 債   千円      

  １ 支 払 手 形   777.738.108      

  ２ 工 事 未 払 金   777.723.396      

  ３ 買 掛 金   777.719.883      

  ４ 短 期 借 入 金   777.776.941      

  ５ リ ー ス 債 務   777.777.780      

  ６ 未 払 金   777.775.400      

  ７ 未 払 消 費 税    777.771.574      

  ８ 未 払 費 用   777.774.611      

  ９ 未 払 法 人 税 等   777.773.680      

  10 未 成 工 事 受 入 金   777.771.000      

  11 預 り 金   777.772.850      

  12 前 受 収 益   777.777.780      

  13 賞 与 引 当 金   777.777.780      

  14 完成工事補償引当金   777.777.780      

  15    777.777.780      

  16    777.777.780      

  17    777.777.780      

  18 そ の 他   777.772.099   千円   

   流  動  負  産  合  計     777.749.087 Ｈ  
 
  

資産合計の５％を超える金額にな 
るものは別途科目をたてて記載し 
て下さい（固定負債の「その他」も 
同じ） 

当期に課税された「法人税、住民税及
び事業税」のうち未払額を計上します 
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１ 支払手形 
材料購入、外注費の支払い等直接営業取引によって発生した支払手形が記載されます。 

 
  ２ 工事未払金 

工事原価に算入される費用の未払額（※）を記載します。なお、工事未払金には、債務が確定したも 
   ののみが計上されることになります。 

 ※ 税抜方式を採用している場合でも、取引に係る消費税及び地方消費税も含めて記載して下さい。 
  

 ３ 買掛金 
建設業以外の事業に伴う費用の未払額を記載します。 

 
  ４ 短期借入金 

決算期後１年以内に返済されると認められる借入金（金融手形を含む）を記載して下さい。 
 

  ５ リース債務 
ファイナンス・リース取引におけるもので決算期後１年以内に支払われると認められるものを記載し 

て下さい。 
 

  ６ 未払金 
固定資産購入代金未払金、未払税金、未払配当金、未払役員賞与、物品等の未払金等、決算期後１年 

   以内に支払われると認められる一時的に発生した未払勘定が処理されます。 
未払金については、「２ 工事未払金」及び「８ 未払費用」との区別が必要です。 

 
８ 未払費用 

未払給料手当、未払支払利息等、一定の契約に従い、継続して役務の提供を受ける場合、決算期まで 
   に提供された役務に対し未払いとなっているものを記載します。 

 
９ 未払法人税等 

当期利益に対する法人税、住民税及び事業税（＝決算期時点の金額）に係る未払額を記載します。 
   ※「中間申告」を行っている場合は、p.29～p.30 の仕訳を参考にして下さい。 
    「中間申告」を行っていない場合は、決算時点での法人税等の見積額を全額記載して下さい。 

 
 １０ 未成工事受入金 

未成工事についての請求代金の受入高（工事前受金）を記載します。仮受金（※）、「１２ 前受収益」 
   と区別して記載して下さい。 

※ 「仮受金」とは、入金がなされたが、原因（取引の内容等）や最終的な金額が不明な場合に一時的 
に使用する勘定科目です。その性質上、正しい勘定科目と金額が判明したら即座に振替処理を行う必 
要があります。 

  
 １１ 預り金 

履行期が決算期後１年以内に返済される全ての預り金が記載されます。 
 

 １２ 前受収益 
前受利息、前受賃貸料等の次期以降に繰延べられるべき受入済の収益を記載します。 
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 ● 法人税、住民税及び事業税の仕訳例 

   次の仕訳例を参考にして下さい。 
  【中間申告がある場合】 

    設例 〈中間期〉 

        100 万円の法人税等を中間期に申告する。 
借方 貸方 

仮払法人税等 
        1,000 千円 

現     金 
    1,000 千円 

 

       〈決算期①〉 

        法人税等 130 万円を計上する（＝中間期の申告より多い）場合 
借方 貸方 

法人税、住民税及び事業税 
        1,300 千円 
         ※１ 

仮払法人税等      1,000 千円 
未払法人税等      1,300 千円 
             ※２ 

 

       〈決算期②〉 

        法人税等 85 万円を設定する（＝中間期の申告より少ない）場合 
借方 貸方 

法人税、住民税及び事業税 
        1,850 千円 
         ※３ 

未収還付法人税等    1,150 千円 

仮払法人税等      1,000 千円 

     ※１ 法人税、住民税及び事業税 1,300 千円は損益計算書の法人税、住民税及び事業税と一致 

します。 

     ※２ 未払法人税等 300 千円は、貸借対照表の未払法人税等と一致します。また、仮払法人税 

等は期末において相殺されてなくなるため、決算書に表示されることはありません。 

     ※３ 法人税、住民税及び事業税 850 千円は損益計算書の法人税、住民税及び事業税と一致し 

ます。この場合（中間申告より決算期の税が少ない場合）貸借対照表の未払法人税等は０ 

となり、未収還付法人税等が 150 千円生じます。 

 

 

       〈税の確定時（申告）〉⇒ 次回以降の決算報告に反映 

        参考① 中間期に 100 万円を納付、決算期に法人税等を 130 万円で計上した状態で、 

税額が 140 万円で確定した（＝決算期の税額より多くなった）場合 
借方 貸方 

未払法人税等      1,300 千円 
前期損益修正損     1,100 千円 
（法人税、住民税及び事業税） 
           ※４ 

現金          1,400 千円 

     ※４ 法人税、住民税及び事業税の 100 千円は翌期の決算において、特別損益の前期損益修正 

損に計上します。  
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        参考② 中間期に 100 万円を納付、決算期に法人税等を 130 万円で計上した状態で、 

税額が 115 万円で確定した（＝決算期の税額より少なくなった）場合 
借方 貸方 

未払法人税等      1,300 千円 現金          1,150 千円 
前期損益修正益     ,150 千円 
（法人税、住民税及び事業税） 
           ※５ 

     ※５ 法人税、住民税及び事業税の 150 千円は翌期の決算において、特別損益の前期損益修 

正益に計上します。 

 

 

  【中間申告のない場合】 

    設例 〈決算期〉 
借方 貸方 

法人税、住民税及び事業税 
        1,300 千円 
         ※１ 

未払法人税等 
                       1,300 千円 
             ※２ 

     ※１ 法人税、住民税及び事業税 1,300 千円は損益計算書の法人税、住民税及び事業税と一致 

       します。 

     ※２ 未払法人税等 1,300 千円は、貸借対照表 負債の部の未払法人税等と一致します。 

 

 

 

 ● 事業税・事業所税の計上について 

   「事業税」と「事業所税」は名称が酷似していますが、財務諸表上での取扱いは下記のとおり、別 
のものとなっております。決算報告書の作成の際にご参照願います。 

 事業税 事業所税 

根拠法令等 地方税法 都市条例等 

税の種類 法定税・普通税 法定外税・目的税 

課税徴者 道府県 
特定の都市 

（道内では、札幌市・旭川市）※ 
財務諸表上の科目 

（通常） 
損益計算書 

「法人税、住民税及び事業税」 
損益計算書 

「租税公課」 
財務諸表上の科目 

（未払額） 
貸借対照表 流動負債の部 

「未払法人税等」 
貸借対照表 流動負債の部 

「未払金」 
  ※ 令和７年６月時点。 
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 ● 法人税、住民税及び事業税の注意事項 

  ① 法人税等の税金は決算（≠決算報告）と同時に納税義務が確定します。中間申告を行っている場合 

は、決算時の税額との差額について、p.29～p.30 の仕訳を参考に、当期及び次期の「貸借対照表」 

（「流動負債の部」）及び「損益計算書」（「特別利益」及び「特別損益））へ計上して下さい。 
 

② 当期に欠損（＝税務上の赤字）により申告税額が生じない場合にあっても、法人住民税の均等割額に 
ついては必ず納税しなければならないものなので、原則、本金額が「０円」になることはありません。 
 

  ③ 事業税は発生事業年度の翌事業年度の損金に計上するものではありますが、当期の「未払法人税等」 
に計上しないまま確定した決算とすることは負債の過少計上となり、間違いです。 
 

  ④ 本書で解説している決算報告書は、提出期限の関係上、税務申告の後に提出されることが多いです。 
   そのため建設業の決算報告書を作成する頃には、確定申告額が判明しており、その金額を参考にして建 

設業の決算報告書を作成できてしまいますが、それは誤りです。 
    決算報告書は、あくまでも、「決算日時点」での財務状況を報告するものなので、「決算日」の時点で 

は判明していない「確定申告額」の決算報告書への反映は、次年度の決算報告書で行って下さい。 
（p.29～p.30 設例 及び 下例のとおり） 

  ⑤ グローバル・ミニマム課税制度（国際最低課税制度）に係る法人税を、損益計算書内の「法人税、住 
民税及び事業税」に計上した場合、注記表 17-3 に計上した分の金額を記載して下さい。 

 

（例） 令和５年度決算の場合 

R6/3/31                           R6/5/31                R6/6/25 
  

  

     (決算)      ２ヶ月以内に   （税務申告）           決算報告（振興局等） 

     見積税額     税務署に提出    確定申告額            決算書の法人税等の額 

    1,500,000 円              1,365,243 円 

 

  
注．1,365,243 円･･････R5 年度決算で使わない数字 
注．1,500,000 円･･････R5 年度決算で使う数字 
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１３ 賞与引当金 及び １４ 完成工事保証引当金 

負債性引当金のうち、債務の発生が１年以内の短期的なものは、流動負債として計上されることとなっ 
   ています。 

 

   ● 賞与引当金 

     賞与引当金とは、従業員（使用人兼務役員を含む）に支給すべき賞与の引当額が処理されています。 
賞与引当金の計上は次の処理によります。 

 設例① 賞与引当金を計上する場合（当期） 
借方 貸方 

従業員給料手当 
（一般管理費）120 千円 

賞与引当金       360 千円 
（工事原価）240 千円 

 
 設例② 賞与を支給する場合（次期、洗替法で計上） 

借方 貸方 
賞与引当金 

       360 千円 
賞   与 
            1,200 千円 

賞与引当金戻入 
（特別利益）       360 千円 
現   金 

        800 千円 
預 り 金 
             400 千円 

     
   ● 完成工事補償引当金 

     完成工事補償引当金は、完成工事高に計上した(＝施工が完了した)工事に係る契約不適合を理由と 
した履行の追完の請求、損害賠償の請求、代金の減額の請求または契約の解除に対する引当金など、 
いわゆる「かし担保（補償）」に対する引当金を計上します。会計処理としては、下記のとおりとな 
ります。 

    ① 完成工事補償引当金を計上する場合 
借方 貸方 

補償費 
（工事原価の「経費」へ計上） 
            600 千円 

完成工事補償引当金 
 
            600 千円 

 
② 完成工事補償引当金を戻入する場合 

     前期末に完成工事補償引当金が計上されていて、当期に、その取り崩しをする対象となる事実が発 
生しなかった場合の戻入については、特別利益として処理されることになります。 

      また、当期に、補償の事実が発生した場合については、洗替方式が原則となっていますが、前期に 
計上した完成工事補償引当金と、当期に発生した補償費とを相殺し、差額を経理する方法も認められ 
ていて実務的にも、引当金の差額戻入（又は差額繰入）処理をすることが妥当と考えます。 

 
１８ その他 

仮受金、営業外支払手形、従業員預り金等で、履行期が決算期後１年以内に到来するものが記載されま 
す。（割引手形は、流動負債に含めることなく、脚注に記載されなければなりません。） 
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Ⅱ 固定負債 

      固定負債には、債務の履行期が、決算日の翌日から起算して１年を超えるものが記載されます。固定 
負債として計上されるものは、次のような科目です。 
 Ⅱ 固 定 負 債        
  １ 社 債   777.011.300      
  ２ ⾧ 期 借 入 金   777.006.384      
  3 リ ー ス 債 務 777.770.163      
  4 繰 延 税 金 負 債   777.771.133      
  5 退 職 給 与 引 当 金   777.776.591      
  6 負 の の れ ん   777.778.620      
  7    777.771.166      
  8    777.778.948      
  9 そ の 他   777.776.623      
       777.778.620   

    固 定 負 債 合 計    777.757.008 Ｉ  
    負 債 合 計 Ｊ ＝ Ｈ ＋ Ｉ   777.756.095 Ｊ  
             

 

 １ 社債 

償還期限が決算期後 1 年を超えて到来するもの又は到来すると認められるものを記載します。 
（1 年以内に到来するものは、流動負債の部に記載します） 
 

２ ⾧期借入金 

返済日が決算日の翌日から起算して１年を超えるものを記載します。 
 
３ リース債務 

ファイナンス・リース取引におけるもののうち、流動負債に属するもの以外のものを記載します。 

 
４ 繰延税金負債 

税効果会計の適用により負債として計上されるものが記載されます。 
 

５ 退職給与引当金 

退職給与引当金については、一定の要件を満たす退職給与規定を定めている法人において、使用人に支給 
すべき退職給与の引当額が処理されます。退職給与引当金は使用人が退職した時に、引当金を取崩して益金 
に算入することが定められておりますが、実務的には、下表のように直接退職給与引当金を取崩す例も多く 
みられます。 
 

 設例① 退職給与引当金を計上する場合 

借方 貸方 

退  職  金 （一般管理費）600 千円 退職給与引当金     1,200 千円 （工事原価）600 千円 
 設例② 退職金を支給する場合 

借方 貸方 
退職給与引当金  
            1,200 千円 

現   金 
       1,200 千円 

 

決算期後１年を超えた後に返済する 
額を計上します。分割返済の定めが 
あるものについては、決算期後１年 
以内の分割返済予定額を算定し、こ 
れを流動負債（短期借入金）に振替 
えなければなりません 

合併、事業譲渡等により取得した事 
業の取得原価が、取得した資産及び 
引き受けた負債に配分された純額を 
下回る場合の不足額を記載してくだ 
さい 

「Ⅰ 流動負債」の合計（H）及び 
「Ⅱ 固定負債」の合計（I）を合 
計した数値を記載下さい 
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６ 負ののれん 

合併、事業譲渡等により取得した事業の取得原価が、取得した資産及び引き受けた負債に配分された純額 
を下回る場合の不足額を記載します。 
 

９ その他 

⾧期末払金等が１年を超えるもので、他の固定負債科目以外を記載します。 
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ウ 純資産の部 
     純資産の部は、法人と個人で内容が異なっていますが、法人の内容は次のとおりです。 
    Ⅰ 株主資本 

             
     純 資 産 の 部      

 Ⅰ  株  主  資 本   千円      
  １ 資 本 金      777.720.000 Ｋ  
  ２ 新 株 式 申 込 証 拠 金      777.772.800 Ｌ  
  ３ 資 本 剰 余 金   千円      
   （１）資 本 準 備 金   777.771.544 ①     
   （２）その他資本剰余金   777.777.780 ②     
   資本剰余金合計 Ｍ ＝ ① ＋ ②   777.777.780 Ｍ  
  ４ 利 益 剰 余 金          
   （１）利 益 準 備 金   777.772.337 ③     
   （２）その他利益剰余金         
   （１）さ準 備 金   777.777.780 ④     
   （１）さ積 立 金   777.722.705 ⑤     
   （１）繰越利益剰余金   777.773.106 ⑥     
   利益剰余金合計 Ｎ＝ ③＋④＋⑤＋⑥  777.728.148 Ｎ  
  ５ 自 己 株 式     △ 777.771.544 Ｏ  
  ６ 自己株式申込証拠金      777.777.780 ⑦  
   株 主 資 本 合 計 Ｐ ＝ Ｋ＋Ｌ＋Ｍ＋Ｎ＋Ｏ＋⑦ 777.748.148 Ｐ  
             

  

１ 資本金 

会社法第 445 条第 1 項並びに第 450 条の規定によるものを記載します。 
 
２ 新株式申込証拠金 

申込期日経過後における新株式申込証拠金を記載します。 
 
３ 資本剰余金 

(1) 資本準備金 
会社法第 445 条第３項、第 4 項及び第 451 条の規定によるものを記載します。 

(2) その他資本剰余金 
資本剰余金のうち、資本金及び資本準備金の取崩しによって生ずる剰余金や自己株式の処分 

差益など資本準備金以外のものを記載します。 
   

４ 利益剰余金 

(1) 利益準備金 
会社法第 445 条第４項の規定によるものを記載します。 

(2) その他利益剰余金 
ア 準備金、積立金 

株主総会又は取締役会の決議により設定されるものを記載します。 
イ 繰越利益剰余金 

利益剰余金のうち、利益準備金及び積立金（準備金）以外のものを記載します。 

損失又は欠損の場合は、△表示で計上します 

旧様式財務諸表の「利益処分（損
失処理）」の「次期繰越利益（損
失）」にあたります 

準備金、積立金については、 
株主総会または取締役会の 
決議により設定されたもの 
を、その名称を付して計上 
します 

株式資本等変動計算書(p.49)
の「当期末残高」と同じ数値と
なります 
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５ 自己株式 

会社が所有する自社の発行済株式を記載します。 
 

６ 自己株式申込証拠金 

申込期日経過後における自己株式の申込み証拠金を記載します。 
 
 

 
Ⅱ 評価・換算差額及びⅢ 新株予約権 

             

 Ⅱ  評 価 ・ 換 算 差 額 等         

  １ その他有価証券評価差額金      777.777.780 Ｑ  

  ２ 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益      777.772.800 Ｒ  

  ３ 土 地 再 評 価 差 額 金      777.777.780 Ｓ  

   評価・換算差額等合計 T ＝ Q  + Ｒ ＋ Ｓ   777.777.780 Ｔ  

 Ⅲ  新 株 予 約 権       777.777.780 Ｕ  

   純 資 産 合 計 V ＝ P ＋ T ＋ U   777.748.148 Ｖ  

   負債純資産合計 W ＝ J ＋ V   777.104.244 Ｗ  

            

            
             

 
Ⅱ 評価・換算差額 

１ その他有価証券評価差額金 

時価のあるその他有価証券を期末日時価により評価替えすることにより生じた差額から税効果相当額 
を控除した残額を記載します。 

２ 繰延ヘッジ損益 

繰延ヘッジ（先物取引など）処理が適用されるデリバティブ（金融商品）等を評価替えすることによ 
り生じた差額から税効果相当額を控除した残額を記載します。  

 ３ 土地再評価差額金 

土地の再評価に関する法律（平成 10 年法律第 34 号）に基づき事業用土地の再評価を行ったことによ 
り生じた差額から税効果相当額を控除した残額を記載します。 
 

Ⅲ 新株予約権 

会社法第２条第 21 号の規定によるものから同法第 255 条第 1 項に定める自己新株予約権の額を控除した 
残額を記載します。 

  

上記「純資産の部」のＫ～Ｖ（①～⑥も含む）と、「株主資本等変動計算書」（p.47）の K～
Ｖ（①～⑥も含む）とが一致します 
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(2) 損益計算書（様式第 16 号） 
    損益計算書は「Ⅰ 売上高」「Ⅱ 売上原価」「Ⅲ 販売費及び一般管理費」「Ⅳ 営業外収益」「Ⅴ 営 

業外費用」「Ⅵ 特別利益」「Ⅶ 特別損失」から成り立っています。これらの関係を図示すると、下記 
のような関係となります。 

 完成工事原価 
完成工事高 

 販売費及び一般管理費 

 営業外費用 
営業外収益 

 特別損失 

 法人税・住民税及び事業税ほか 
特別利益 

 当期純利益 
   
 営業によって生じた費用・利益の合計 

(例：事務用品費、租税公課など） 
営業によって得た収益の合計 

(例：完成工事高、配当金など) 
    
   ※ 上記の関係に当てはめられなかった場合、科目に計上した数字等が誤りである可能性があるの 

で、財務諸表の正誤チェックにご利用下さい。 
 

 
 

 Ⅰ 売上高及びⅡ 売上原価 

             
 様式第 16 号          
    損  益  計  算  書     
          

   自 令和 ５ 年 ３ 月 １日 至 令和 ６ 年 ２ 月 29 日   
       

会社名  北海道許可建設株式会社 
  

     資  産  の  部      

 Ⅰ 売上高 及び Ⅱ 売上原価  千円      

  １ 完 成 工 事 高   777.953.798 ア     

  ２ 完 成 工 事 原 価   777.919.020 イ     

   完成工事総利益（△損失） ウ ＝ ア － イ   777.734.778 ウ  

  ３ 兼 業 事 業 売 上 高   777.778.620 エ     

  ４ 兼 業 事 業 売 上 原 価   777.776.742 オ     

   兼業事業総利益（△損失） カ ＝ エ － オ   777.771.877 カ  

   売上 総利益 （△損 失） キ ＝ ウ ＋ カ   777.736.656 キ  
             

 
  

様式第３号(p.13)の全ての施工工事 
の合計欄の金額と一致します 

建設業以外の売上高を計上します 
保守点検や維持管理業務等役務の 
提供にあたる業務の売上高はここ 
に計上します 

今年度の全ての売上利益につ 
いて記載します。本数字は、 
完成工事総利益（上図 ウ）と 
兼業事業総利益（上図 カ）を 
合計した数値となります 
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Ⅰ 売上高 及び Ⅱ 売上原価 

１ 完成工事高（企業会計基準第 29 号「収益認識に関する会計基準」の適用） 

  2021 年４月１日「収益認識に関する会計基準」の適用を受け、「工事契約に関する会計基準」は廃止 

となりました。そのため、売上等の計上は「収益認識基準」を適用して行うこととなります。言い換え 

ると、原則、売上等を決算報告書に記載できるタイミングは、決算期内に履行義務の完遂（＝建設工事 

でいうところの施工完了）によって、顧客から支払いを受ける権利を得た時点となります。 

 本基準では、施工中の工事の進捗度及び当該進捗度を合理的に見積ることができるか否かについて、 

決算日ごとに見直す必要があり、その結果によって工事経歴書への計上の仕方が、下記の３パターンに 

分かれます。 

  ① 年度毎の工事進捗度を合理的に見積れる場合 

   → 決算期における売上・費用・利益を工事の進捗に応じて計上します。 

  ② 年度毎の工事進捗度を合理的に見積れないが、施工完了時に発生する費用を回収することが見 

込まれている場合 

→ 決算期の中で合理的に見積ることができる時点までの売上・費用・利益を工事の進捗に応じ 

て計上します。 

  ③ 年度毎の工事進捗度を合理的に見積れない場合 

   → 施工完了時点まで売上・費用・利益の計上はできません。 

 なお、「収益認識基準」は、上場企業・連結子会社・大会社等の公認会計士の監査が義務づけられて 

いる事業者については強制適用となりますが、それに該当しない事業者については、従来の基準（工 

事進行基準・工事完成基準 等）の処理を適用して計上することが可能です。 
 
  ① ②・工事進行基準      ③・工事完成基準   

 売上・費用・利益を工事の進捗に 
応じて計上する。   クリフジ 

   売上・費用・利益を完成した年に 
全てまとめて計上する。 

 

               

               

               

               

               

 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目    １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目  

 
２ 完成工事原価 

完成工事高として計上したものに対応する工事原価を記載します。 
 

３ 兼業事業売上高 

建設業以外の事業による売上を記載します。（ただし、社内売上は含みません。） 
 
４ 兼業事業売上原価 

兼業事業売上高として計上したものに対応する売上原価を記載します。 
 

○ 売上総利益 
 全ての事業について、売上高から売上原価を引いた利益額を記載します。  
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Ⅲ 販売費及び一般管理費 

  販売費及び一般管理費は管理部門に発生した費用で、工事費用、営業外費用及び特別損失として記載さ 
れるもの以外の費用が処理されますが、簡単に内容について触れると次のとおりです。 

 
 Ⅲ 販売費及び一般管理費        
  １ 役 員 報 酬   777.011.300      
  ２ 従 業 員 給 料 手 当   777.002.382      
  3 退 職 金 777.770.163      
  4 法 定 福 利 費   777.771.133      
  5 福 利 厚 生 費   777.776.591      
  6 修 繕 維 持 費   777.778.620      
  7 事 務 用 品 費   777.771.166      
  8 通 信 交 通 費   777.778.948      
  9 動 力 用 水 光 熱 費   777.776.236      
  10 調 査 研 究 費   777.771.790      
  11 広 告 宣 伝 費   777.776.762      
  12 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 777.778.308      
  13 貸 倒 損 失 777.778.620      

  14 交 際 費   777.771.368      
             

 
             
    千円      
  15 寄 付 金   777.326.670      
  16 地 代 家 賃   777.291.533      
  17 減 価 償 却 費   777.771.187      
  18 開 発 費 償 却   777.776.742      
  19 租 税 公 課   777.291.912      
  20 保 険 料   777.291.802      
  21 諸 会 費   777.771.187      
  22          
  23          
  24          
  25 雑 費   777.771.898      

    販売費及び一般管理費合計    777.727.784 ク  
    営 業 利 益 （ △ 損 失 ） ケ ＝ キ ― ク   777.778.871 ケ  
             

 
  

工事現場に関与しない職員等に 
支払う給与等を計上します。賞 
与引当金繰入額はここに計上し 
ます 

「雑費」に属する費用で、「販売費及び 
一般管理費」の総額の 10％を超えるも 
のについては、それぞれ当該費用を明 
示する科目を用いて掲記して下さい 
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１ 役員報酬 

取締役、監査役、会計参与又は監査役に対する報酬（役員賞与引当金繰入額を含む）を記載します。 
 

２ 従業員給料手当 

管理部門の業務に従事している社員等の給料を記載します。北海道においては、冬期間現場が休止中の 
現場職員の給料を一般管理費で処理する例が多くみられますが、これらの職員に対する給料は、工事費用 
に含めるのが妥当と思われます。なお、賞与引当金の繰入額を含みます。 
 

３ 退職金 

退職手当、退職給与引当金繰入額、退職年金掛金を記載します。 
ただし、退職給付に係る会計基準を適用する場合には、退職金以外の退職給付費用等の適当な科目により記 

載して下さい。 
 

４ 法定福利費 
管理部門の社員に対する健康保険料、厚生年金保険料、雇用保険料、労災保険料の事業主負担額を記載 

します。 
 
５ 福利厚生費 

食事代補助、慶弔金、事務服代等の厚生費を記載します。 
 
６ 修繕維持費 

建物、自家用車等及び備品の修繕維持費を記載します。 
 
７ 事務用品費 

事務用消耗品費、図書費、印刷費等を記載します。 
 
８ 通信交通費 

通信費、旅費、交通費を記載します。 
 
９ 動力用水光熱費 

電気・水道料金の他、冷暖房に要する費用を記載します。 
 

１０ 調査研究費 

技術研究、教育訓練、調査に要する費用を記載します。 
 

１１ 広告宣伝費 

通常の広告・宣伝の他、営業経歴書、指名願などの印刷代を含みます。 
 

１２ 貸倒引当金繰入額 

営業債権に関する貸倒引当金繰入額を記載します。 
 

１３ 貸倒損失 

営業債権に関する貸倒損失を記載します。 
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１４ 交際費 

接待費、贈答品代、慶弔金等の費用を記載します。 
 

１５ 寄付金 

社会福祉団体等に対する寄付金等で、原則として金銭で贈与したものを記載します。 
 

１６ 地代家賃 

事務所、寮、社宅等の借地及び借家料を記載します。 
 

１７ 減価償却費 

管理部門に属する固定資産に対する当期の減価償却累計額繰入額を記載します。 
 

１８ 開発費償却 

繰延資産に計上した開発費の償却額を記載します。 
 

１９ 租税公課 

事業所税、固定資産税、自動車税、印紙税等の租税及び道路専用料等の公課を記載します。 
納税遅延により発生した利子等の延滞金及び延滞税もこちらに計上して下さい。 

 
２０ 保険料 

火災保険料等の損害保険料を記載します。 
 

２１ 諸会費 

同業社団体、法人会、組合などに支払う会費を記載します。 
 

２５ 雑費 

会議費、運賃等他の科目に属さない費用を記載します。なお、雑費に属する費用で、販売費及び一般管 
理費の総額の１０分の１を超えるものについては、適当な科目名称を付して記載しなければならないこと 
となっています。 
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Ⅳ 営業外収益、Ⅴ 営業外費用には、事業の売上以外による事由の収益及び費用を記載します。 

 

             

 Ⅳ  営 業 外 収 益         

  １ 受取利息及び配当金   777.771.600      

  ２    777.772.800      

  ３ そ の 他   777.777.720      

   営 業 外 収 益 合 計    777.772.320 コ  

 Ⅴ  営 業 外 費 用          

  １ 支 払 利 息   777.771.669      

  ２ 貸 倒 引 当 金 繰 入 額   777.772.800      

  ３ 貸 倒 損 失   777.777.720      

  ４    777.777.720      

  ５ そ の 他   777.777.720      

   営 業 外 費 用 合 計    777.741.669 サ  

   経 常 利 益 ( △ 損 失) シ ＝ ケ + コ ― サ   777.109.523 シ  

            
             
 

Ⅳ 営業外収益 

 
１ 受取利息及び配当金 

受取利息、有価証券利息、受取配当金が記載されます。 
 

３ その他 

受取利息及び配当金以外の営業外収益で有価証券売却益、雑収入などを記載します。 
 

Ⅴ 営業外費用 

  営業外費用には支払利息、雑支出の他、営業取引以外の取引に基づいて発生した貸付金等の債権に対す 
 る貸倒引当金繰入額、貸倒損失も営業外費用で記載されます。 

 
１ 支払利息 

銀行その他からの借入金等に対する支払利息並びに手形割引料、社債及び新株式予約権利付社債 
の支払利息を記載します。 

 
２ 貸倒引当金繰入額 

営業取引以外の取引に基づいて発生した貸付金等の債権に対する貸倒引当金繰入額を記載します。 
 
３ 貸倒損失 

営業取引以外の取引に基づいて発生した貸付金等の債権に対する貸倒損失を記載します。 
 
５ その他 

支払利息、貸倒引当金繰入額及び貸倒損失以外の営業外費用で、創立費償却、社債発行費償却等を記 
載します。  



 

- 43 - 

Ⅵ 特別利益、Ⅶ 特別損失には、前期以前の損益の修正、その他異常な利益または損失を記載します。 

 

             

 Ⅵ  特 別 利 益         

  １ 前 期 損 益 修 正 益   777.771.523      

  ２ 固 定 資 産 売 却 益   777.772.800      

  ３    引 当 金 戻 入   777.777.720      

  ４    777.772.800      

  ５ そ の 他   777.777.720      

   特 別 利 益 合 計    777.771.523 ス  

 Ⅶ  特 別 損 失          

  １ 前 期 損 益 修 正 損   777.772.800      

  ２ 固 定 資 産 売 却 損   777.772.800      

  ３    777.777.720      

  ４ そ の 他   777.741.692      

    特 別 損 失 合 計    777.741.692 セ  

    税引前当期純利益（△損失） ソ ＝ シ + ス ― セ   777.110.354 ソ  

    法人税、住民税及び事業税  777.773.680 タ     

    法 人 税 等 調 整 額  777.772.800 チ     

    当期純利益（△損失）   ツ ＝ ソ ― タ + チ   777.776.673 ツ  

            

            

            

            

            

            
             

  

p.47 株主資本等変動計算書の「当期純利益」と「繰越利益剰余金」 
とが交差する箇所（★の箇所）と一致します 

税効果会計を採用している 
業者のみ記載して下さい 

税務上赤字でも、法人住民税の 
均等割分は納税しなければなら 
ないので、原則、この金額が 
「０円」になることはありません。 
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Ⅵ 特別利益 

 １ 前期損益修正益 

前期以前に計上された損益の修正による利益で、「前期工事原価計上超過額」等を記載します。た 
  だし、金額が重要でないもの又は毎期経常的に発生するものは、経常利益に含めることができます。 

 
 ２ 固定資産売却益 

固定資産を売却したことにより生じた利益を記載します。 
 

 ３ 引当金戻入 

流動負債、固定負債に計上された引当金及び貸倒引当金の目的外使用による利益（洗替えによる戻 
  入など）を記載します。 
  

５ その他 

その他、未払役員賞与戻入、保険差益等毎期継続的に発生せず、投資有価証券売却益等、臨時的に 
  発生する異常な原因による利益が記載されます。 

 

Ⅶ 特別損失 

 １ 前期損益修正損 

前期以前に計上された損益の修正による損失で、「前期工事原価計上不足額」「完成工事補償引当金 
  計上不足額」等を記載します。ただし、金額が重要でないもの又は毎期経常的に発生するものは、経 

常損失に含めることができます。 
 

 ２ 固定資産売却損 

固定資産を売却したことにより生じた損失を記載します。 
 

 ３ その他 

その他、減損損失、災害による損失、有価証券売却損（⾧期保有）、固定資産除却損、固定資産圧 
  縮記帳損など毎期継続的に発生せず、臨時的に発生する異常な原因による損失が記載されます。 
 
◎ 法人税・住民税及び事業税 
  税引前当期利益に対する法人税、住民税（法人道市民税）、事業税の合計額が記載されます。 

当期が欠損であっても住民税の均等割額が必ず記載されることになります。（※p. 31 ●法人税等の 
 注意事項 ②を参照して下さい。）なお、国際最低課税制度（グローバル・ミニマム課税制度）に係る 

法人税を本項目に計上した場合、注記表 17-3 に本項目に計上した分の金額を記載して下さい。 
 

◎ 法人税等調整額 
  税効果会計の適用により、企業会計と税務会計の差異を解消するために計上される法人税、住民税 

及び事業税の調整額が記載されます。 
 

◎ 当期純利益（損失） 
  当期純利益（損失）の処理に当たっては、税引前当期純利益（損失）から法人税、住民税及び事業 
 税を控除して当期純利益（損失）を表示します。 

本項目の計算過程において、法人税等を控除しない（例：納税用の引当金を利益処分で計上する） 
ことは、会計処理として間違いなので、必ず税引前当期純利益（損失）から法人税等を控除してくだ 
さい。   
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(3) 完成工事原価報告書 
     完成工事原価報告書は、「材料費」「労務費」「外注費」「経費」の４科目に分類し、経費については、 

更に、経費内容を記載して下さい。 
    その内容については、「工事原価科目分類表」に示すとおりですが、科目内容につき簡単に説明する 

と次のとおりです。 
             
    完成工事原価報告書     
          

   自 令和 ５ 年 ３ 月 １日 至 令和 ６ 年 ２ 月 29 日   
       

会社名  北海道許可建設株式会社 
  

           

    千円      

 Ⅰ  材 料 費   777.169.137      

            

 Ⅱ  労 務 費 777.779.855      

            

  ( う ち 労 務 外 注 費   777.777.720 ）     

            

 Ⅲ  外 注 費   777.177.883      

            

 Ⅳ  経 費   777.135.013      

          

           
   完 成 工 事 原 価 合 計    777.291.891 イ  

             
 
Ⅰ 材料費 

 材料費は、素材、半製品、製品等の購入原価に現場に搬入するまでの経費（買入手数料、引取運賃、 
荷役費、保険料、関税等の購入に付随した費用）を含めた額とし、材料貯蔵品勘定等から振替材料等 
の現場搬入までの運搬費も材料費に含めます。ただし、その費用が少額なもの及び工事機械と混載さ 
れる場合等その分離把握が困難なものは経費とします。 
 仮設材料、移動性仮設建物等の社内使用料又は外部より借り入れた仮設材等の賃借料及びこれらの 
維持修繕材料も材料費として処理されます。 
 

Ⅱ 労務費 

 労務費では、作業の名称の如何を問わず、直傭労働者に対し支払われる賃金等（現場給与を含む） 
が処理されます。なお、仮設工事に従事した労務者に対する支払賃金も労務費に含まれます。 

また、工種・工程別等の工事の完成を約する契約でその大部分が労務費であるものに基づく支払額 
 についても労務費に含めて記載することができますが、この場合、労務費の内書金額として「（うち 

労務外注費）」を記載する必要があります。 
 

Ⅲ 外注費 

  外注費では、工種・工程別等の工事については素材、半製品、製品等を作業とともに提供しこれを 
完成することを訳する契約（下請契約）に基づく支払額が処理されます。ただし、労務費に含めたも 
のは除きます。 

工事に従事した直接雇用の作業員に 
対する賃金、給料及び手当等を記載 
します 

労務費のうち、工種・工程別等の工 
事の完成を約する契約で、その大部 
分が労務費であるものを記載します 

損益計算書(p.37)の 
「２ 完成工事原価」と 
同じ金額です。 

損益計算書の「Ⅲ 販売費及び 
一般管理費」との違いは下記の 
とおり。 
○「販売費及び一般管理費」 
 ⇒工事現場以外での費用 
○「経費」 

⇒工事現場での費用 
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Ⅳ 経費 

  経費には、交通費、設計費のように個別工事ごとに処理されるものと、完成工事補償引当金繰入額、賞 
与引当金繰入額のように、個別工事には配賦せずに、共通原価として一括計上されるものがありますが、 
工事現場での費用は、原則、こちらに計上願います。 
 

（※「『Ⅳ 経費』の内訳」は令和７年（2025年）７月22日に廃止しましたので、今後提出は不要です。） 
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(4) 株主資本等変動計算書（様式第１７号） 
                      

 様式第１７号                    
       株 主 資 本 等 変 動 計 算 書         

     自 令和 ５年 ３月 １日   至 令和 ６年 ２月 29 日       
 

（会社名）  北海道許可建設株式会社 
            

                   
（単位：千円） 

 
   株主資本 評価・換算差額額 

新株 
予約券 

純資産 
合計 

 
   

資本金 
新株式 
申込 

証拠金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 
株式 

株主 
資本 
合計 

その他 
有価 
証券 
評価 

差額金 

繰延 
ヘッジ 
損益 

土地 
再評価 
差額金 

評価 
・換算 
差額等 
合計 

 
   

資本 
準備金 

その他 
資本 

準備金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 
合計 

 
 

  
任意 

積立金 
その他 
積立金 

繰越 
利益 

剰余金 

 

 
当期首残高 20,000  

 
  1,437 21,599  7,439 30,475 △ 50,475      50,475 

 

 

当 
 

期 
 

変 
 

動 
 

額 

新株の発行    －  － － － － － －  － － － － －  
 

 
剰余金の配当 － － － － － 900 － － △9,900 △9,000 － △ 9,000 － － － － － △ 9,000 

 

 
当期純利益 － － － － － － － － ★※３ 

6,673 
6,673 － 6,673 － － － － － 6,673 

 

 自己株式の 
処分 

－ － － － － － － － － －   － － － － －  
 

 任意積立金の 
積立 

－ － － － － － 1,106 － △1,106 0 － 0 － － － － －  
 

 
※１                   

 

 
                   

 

 株主資本以外の項 
目の当期変動額 
（純額） 

－ － － － － － － － － － － －       
 

 当期変動額 
合計 

     900 1,106  △4,333 △ 2,327  △ 2,327      △ 2,327 
 

 当期末残高 
※２ 

Ｋ    
20,000 

L    
 

①    
 

②    
 

M    
 

③    
2,337 

④ 
22,705 

⑤   
 

⑥    
3,106 

N     
28,148 

O 
△ 

Ｐ     
48,148 

Ｑ    
 

Ｒ    
 

Ｓ    
 

Ｔ    
 

Ｕ    
 

Ｖ     
48,148 

 

                      

 
※１ 他の積立金の積立等については、余白に当該科目を記載し、該当変動額を計上して下さい。 
※２ 「前期末残高」＋「当期変動額合計」の数値となります。K～Ｖ（①～⑥を含む）は、「貸借対照表 純資産の部」の各項目 

と一致します。 
※３ ★の金額は p.43「損益計算書 当期純利益」と一致します。 

 
記載要領 

 １ 株主資本等変動計算書は、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準その他の企業会計の慣行をしん酌 
し、純資産の部の変動の状態を正確に判断することができるよう明瞭に記載します。 

 ２ 勘定科目の分類は、国土交通大臣が定めるところによります。 
 ３ 記載すべき金額は、千円単位をもって表示します。 
   ただし、会社法（平成 17 年法律第 86 号）第 2 条第 6 号に規定する大会社にあっては、百万円単位をもっ 

て表示することができます。この場合、「千円」とあるのは「百万円」として記載します。 
 ４ 金額の記載に当たって有効数字がない場合においては、項目の名称の記載を要しません。 
 ５ その他利益剰余金については、その内訳科目の当期首残高、当期変動額（変動事由ごとの金額）及び当期 

末残高を株主資本等変動計算書に記載することに代えて、注記により開示することができます。この場合に 
は、その他利益剰余金の当期首残高、当期変動額及び当期末残高の各合計額を株主資本等変動計算書に記載 
します。 

 ６ 評価・換算差額等については、その内訳科目の当期首残高、当期変動額（当期変動額については主な変動 
事由にその金額を表示する場合には、変動事由ごとの金額を含む。）及び当期末残高を株主資本等変動計算書 
に記載することに代えて、注記により開示することができます。この場合には、評価・換算差額等の当期首残 
高、当期変動額及び当期末残高の各合計額を株主資本等変動計算書に記載します。 

 ７ 各合計額の記載は省略することができます。 
  
 

貸借対照表 純資産の部 
(p.35～p.36)の勘定科目 
と同じ金額が入ります。 

前回の決算報告書に添付
された株主資本等変動計
算書の「当期末残高」と同
じ金額が入ります。 

損益計算書 当期純利益 
(p.43)と同じ金額が入 
ります。 
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８ 当期首残高については、会社計算規則（平成 18 年法務省令第 13 号）第 2 条第 3 項第 59 号に規定する 
遡及適用又は同項第 64 号に規定する誤謬の訂正をした場合には、当期首残高及びこれに対する影響額 
を記載します。 

 ９ 株主資本の各項目の変動事由及びその金額の記載は、概ね貸借対照表における表示の順序によります。 
 10 株主資本の各項目の変動事由には、例えば以下のようなものが含まれます。 
  (1) 当期純利益又は当期純損失 
  (2) 新株の発行又は自己株式の処分 
  (3) 剰余金（その他資本剰余金又はその他利益剰余金）の配当 
  (4) 自己株式の取得 
  (5) 自己株式の消却 
  (6) 企業結合（合併、会社分割、株式交換、株式移転など）による増加又は分割型の会社分割による減少 
  (7) 株主資本の計数の変動 
    ①資本金から準備金又は剰余金への振替 
    ②準備金から資本金または剰余金への振替 
    ③剰余金から資本金または準備金への振替 
    ④剰余金の内訳科目間の振替 
 11 剰余金の配当については、剰余金の変動事由として当期変動額に表示します。 
 12 税効果会計を適用する最初の事業年度については、その期首に繰延税金資産に記載すべき金額と繰延税金 

負債に記載すべき金額がある場合には、その差額を「過年度税効果調整額」として繰延利益剰余金の当期変 
動額に表示します。 

 13 新株の発行の効力発生日に資本金又は資本準備金の額の減少の効力が発生し、新株の発行により増加すべ 
き資本金又は資本準備金と同額の資本金又は資本準備金の額を減少させた場合には、変動事由の表示方法と 
して、以下のいずれかの方法により記載するものとします。 

  (1) 新株の発行として、資本金又は資本準備金の額の増加を記載し、また、株主資本の計数の変動手続き 
（資本金又は資本準備金の額の減少に伴うその他資本剰余金の額の増加）として、資本金又は資本準備 
金の額の減少及びその他資本剰余金の額の増加を記載する方法。 

  (2) 新株の発行として、直接、その他資本剰余金の額の増加を記載する方法。 
     企業結合の効力発生日に資本金又は資本準備金の額の減少の効力が発生した場合についても同様に取 

り扱います。 
 14 株主資本以外の各項目の当期変動額は、純額で表示しますが、主な変動事由及びその金額を表示すること 

ができます。当該表示は、変動事由又は金額の重要性などを勘案し、事業年度ごとに、また、項目ごとに選 
択することができます。 

 15 株主資本以外の各項目の主な変動事由及びその金額を表示する場合、以下の方法を事業年度ごとに、また、 
項目毎に選択することができます。 

  (1) 株主資本等変動計算書に主な変動事由及びその金額を表示する方法 
  (2) 株主資本等変動計算書に当期変動額を純額で記載し、主な変動事由及びその金額を注記により開示する 

方法 
 16 株主資本以外の各項目の主な変動事由及びその金額を表示する場合、当該変動事由には、例えば以下のも 

のが含まれます。 
  (1) 評価・換算差額等 
    ①その他有価証券評価差額金 
     その他有価証券の売却又は減損処理による増減 
     純資産の部に直接計上されたその他有価証券評価差額金の増減 
    ②繰延ヘッジ損益 
     ヘッジ対象の損益認識又はヘッジ会計の終了による増減 
     純資産の部に直接計上された繰延ヘッジ損益の増減 
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  (2) 新株予約権 
     新株予約権の発行 
     新株予約権の取得 
     新株予約権の行使 
     新株予約権の失効 
     自己新株予約権の消却 
     自己新株予約権の処分 
 17 株主資本以外の各項目のうち、その他有価証券評価差額金について、主な変動事由及びその金額を表示す 

る場合、時価評価の対象となるその他有価証券の売却又は減損処理による増減は、原則として、以下のいず 
れかの方法により計算します。 
(1) 損益計算書に計上されたその他有価証券の売却損益等の額に税効果を調整した後の額を表示する方法 

  (2) 損益計算書に計上されたその他有価証券の売却損益等の額を表示する方法 
     この場合、評価・換算差額等に対する税効果の額を、別の変動事由として表示します。また、当該税効 

果の額の表示は、評価・換算差額等の内訳項目ごとに行う方法、その他有価証券評価差額金を含む評価・ 
換算差額等に対する税効果の額の合計による方法のいずれによることもできます。 

     また、繰延ヘッジ損益についても同様に取り扱います。 
     なお、税効果の調整の方法としては、例えば、評価・換算差額等の増減があった事業年度の法定実効税 

率を使用する方法や繰延税金資産の回収可能性を考慮した税率を使用する方法などがあります。 
 18 持分会社である場合においては、「株主資本等変動計算書」とあるのは「社員資本等変動計算書」と、「株 

主資本」とあるのは「社員資本」として記載します。 
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(5) 注記表（様式第１７号の２） 

 様式第 17 号の２          
    注 記 表     
          

   自 令和 ５ 年 ３ 月 １日 至 令和 ６ 年 ２ 月 29 日   
       

会社名  北海道許可建設株式会社 
  

          
     

 
     

          

 １  継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況 
            
            

 ２  重要な会計方針 

 （１）資産の評価基準及び評価方法 
   最終仕入原価法による 

   

 （２）固定資産の減価償却の方法 
   建物は定額法、建物以外は定率法 
   

 （３）引当金の計上基準 

   売上債権、貸付金などの貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率 
により、貸倒懸念債権については個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計 
上しております。    

 （４）収益及び費用の計上基準 

   収益は実現主義、費用は発生主義による 

   

 （５）消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理の方法 

   ※該当箇所を○で囲んで下さい。 
ただし、経営事項審査を申請する会社は、「税抜方式」又は「免税事業者につき税込」のいずれ 
かでお願いします。 

税抜方式 ・ 税込方式 ・ 免税事業者につき税込 
   
   

 （６）その他貸借対照表、収益計算書、株主資本等変動計算書、注記表作成のための 

   基本となる重要な事項 

    該当なし         
            

 ３  会計方針の変更   

    該当なし         
            

 ４  表示方法の変更   

   該当なし        
           

 ４－2 会計上の見積り         

           
           
 ５  会計上の見積りの変更   
           

               

株式会社のうち、会計監査人設置会社は１～18 について、会計監査人がいない公開会社は２～４、６～16、
18 について、会計監査人がいない株式譲渡制限会社（定款にその旨定めがある株式会社及び特例有限会社）
は２～４、６，９、18 について記載し、持分会社は２～４，６，18 について記載して下さい 
また、各記載項目において該当しない場合は、「該当なし」と記載して下さい 

「中小企業の会計に関する指針」に基づいている場合、 
「収益は実現主義、費用は発生主義」となります 
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 ６  誤 謬
びゅう

の訂正   

   該当なし         

            

 ７  貸借対照表関係 

 （１）担保に供している資産及び担保付債務 
    ①担保に供している資産の内容及びその金額 

 
 
 ②担保に係る債務の金額 
 
 

   
  

 

 （２）保証債務、手形遡求債務、重要な係争事件に係る損害賠償義務等の内容及び金額 
   ※経営事項審査を申請する会社は、当該か諸記載義務の有無にかかわらず、受取手形割引高、受取手 

 形裏書譲渡高について千円単位で必ず記載して下さい。 
    

    受 取 手 形 割 引 高：     ０ 千円    

    受取手形裏書譲渡高：     ０ 千円    

 （３）関係会社に対する短期金銭債権及び⾧期金銭債権並びに短期均整債務及び⾧期金 

   銭債務 

    

   

 （４）取締役、監査役及び執行役との間の取引による取締役、監査役及び執行役に対す 

   る金銭債権及び金銭債務 

    

   

 （５）親会社株式の各表示区分別の金額 

     

     

 （６）工事損失引当金に対応する未成工事支出金の金額   

            

            

 ８  損益計算書関係   

 （１）売上高のうち関係会社に対する部分 

            

      

 （２）売上原価のうち関係会社からの仕入高 

           

      

 （３）売上原価のうち工事損失引当金繰入額 

      

           
               

経営事項審査申請者は、 
必ず記載して下さい 
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 （４）関係会社との営業取引以外の取引高    
            
            

 （５）研究開発費の総額（会計監査人を設置している会社に限る） 
    

    

 ９  株主資本等変動計算書関係 

 （１）事業年度末日における発行済株式の種類及び数 

    普通株式 １０００株 

    

 （２）事業年度末日における自己株式の種類及び数 

   る金銭債権及び金銭債務 
    該当なし 
   

 （３）剰余金の配当 

   令和５年５月１０日の定時株主総会による決議 
 配当金の総額 9,000 千円  配当の原資 利益剰余金 

基準日 令和５年２月２９日  効力発生日 同年６月３０日 
   

   

 （４）事業年度末において発行している新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

   該当なし  

     

 10  税効果会計  

     

     

 11  リースにより使用する固定資産  

   該当なし  

     

 12  金融商品関係   

 （１）金融商品の状況 

            

            

 （２）金融商品の時価等 

           

           

 13  賃貸不動産関係   

 （１）賃貸等不動産の状況 
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 （２）賃貸等不動産の時価 
            

            

 14  関連事業者との取引 
  取引の内容 

   種類 会社等の名称 
又 は 氏 名 

議決権の所有 
(被所有）割合 関係内容 科目 期末残高 

（千円）  

  
 

 
 
 

      

     ただし、会計監査人を設置している会社は以下のような様式により記載する。 
 （１）取引の内容 
   種類 会社等の名称 

又 は 氏 名 
議決権の所有 
(被所有)割合 関係内容 取引の 

内 容 取引金額 科目 期末残高 
（千円）  

  
 

 
 
 

        

    

 （２）取引条件及び取引条件の決定方針 

    

    

 （３）取引条件の変更の内容及び変更が賃貸借対照表、損益計算書に与える影響の内容 

    

   

 15  一株当たり情報 

 （１）一株当たりの純資産額 
    
   

 （２）一株当たりの当期純利益または当期純損失 
            
            

 16  重要な後発事象   
            
            

 17  連結配当規制適用の有無   
           
           

 17－2 収益認識関係   
     
     
 17－3 国際最低課税額に対する法人税等 
  該当なし   
     

 18  その他   

   特になし        
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記載要領 
 

  １ 記載を要する注記は、以下のとおりです。 
 株 式 会 社 

持分会社 会計監査人 
設 置 会 社 

会計監査人なし 

公開会社 株式譲渡 
制限会社 

１ 継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる 
ような事象又は状況 ○ × × × 

２ 重要な会計方針 ○ ○ ○ ○ 
３ 会計方針の変更 ○ ○ ○ ○ 
４ 表示方法の変更 ○ ○ ○ ○ 
４－２ 会計上の見積り ○ × × × 
５ 会計上の見積りの変更 ○ × × × 
６ 誤謬の訂正 ○ ○ ○ ○ 
７ 貸借対照表関係 ○ ○ × × 
８ 損益計算書関係 ○ ○ × × 
９ 株主資本等変動計算書関係 ○ ○ ○ × 
10 税効果会計 ○ ○ × × 
11 リースにより使用する固定資産 ○ ○ × × 
12 金融商品関係 ○ ○ × × 
13 賃貸等不動産関係 ○ ○ × × 
14 関連当事者との取引 ○ ○ × × 
15 一株当たり情報 ○ ○ × × 
16 重要な後発事象 ○ ○ × × 
17 連結配当規制適用の有無 ○ × × × 
17－２ 収益認識関係 ○ × × × 
17－３ 国際最低課税額に対する法人税等 ○ ○ ○ ○ 
18 その他 ○ ○ ○ ○ 

 
   【凡例】  ○･･････記載要   ×･･････記載不要 

 ２ 注記事項は、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書の適当な場所に記載することができます。 
この場合、注記表の当該部分への記載は必要ありません。 

  ３ 記載すべき金額は、注 15 をのぞき千円単位をもって表示します。 
    ただし、会社法（平成 17 年法律第 86 号）第 2 条第 6 号に規定する大会社にあっては、百万円単位をも 

って表示することができます。この場合、「千円」とあるのは「百万円」として記載して下さい。 
  ４ 注に掲げる事項で該当事項がない場合においては、「該当なし」と記載します。 
  ５ 貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書の特定の項目に関連する注記については、その関連を 

明らかにして記載します。 
  ６ 注に掲げる事項の記載に当たっては、当該事項の番号に対応して次ページ以降に掲げる要領に従って記 

載します。 
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注１ 継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況 

 事業年度の末日において、当該会社が将来にわたって事業を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるよ 
うな事象又は状況が存在する場合であって、当該事象又は状況を解消し、又は改善するための対応をしてもな 
お、その前提に関する重要な不確実性が認められるとき（当該事業年度の末日後に当該重要な不確実性が認め 
られなくなった場合を除く。）は、次に掲げる事項を記載します。 
 ① 当該事象又は状況が存在する旨及びその内容 
 ② 当該事象又は状況を解消し、又は改善するための対応策 
 ③ 当該重要な不確実性が認められる旨及びその理由 
 ④ 当該重要な不確実性の影響を貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び注記表に反映してい 

るか否かの別 
注２ 重要な会計方針 

 重要性の乏しい事項は、記載を要しません 
(４) 完成工事高及び完成工事原価の認識基準、決算日における工事進捗度を見積もるために用いた方法その 

他の収益及び費用の計上基準について記載します。なお、会社が顧客との契約に基づく義務の履行の状況 
に応じて当該契約から生ずる収益を認識するときは、次に掲げる事項を記載する。 
① 当該会社の主要な事業における顧客との契約に基づく主な義務の内容 
② ①に規定する義務に係る収益を認識する通常の時点 
③ ①及び②に掲げるもののほか、当該会社が重要な会計方針に含まれると判断したもの 

(５) 税抜方式及び税込方式のうち貸借対照表及び損益計算書の作成に当たって採用したものを記載します。 
ただし、経営状況分析申請書又は経営規模等評価申請書に添付する場合には、税抜方式を採用します 

注３ 会計方針の変更 

 一般に公正妥当と認められる会計方針を他の一般公正妥当と認められる会計方針に変更した場合に、次に掲 
げる事項を記載します。ただし、重要性の乏しい事項は記載を要せず、また、会計監査人設置会社以外の株式 
会社及び持分会社にあっては、④ロ及びハに掲げる事項を省略することができます。 
 ① 当該会計方針の変更の内容 
 ② 当該会計方針の変更の理由 
 ③ 会社計算規則（平成 18 年法務省令第 13 号）第２条第３項第 59 号に規定する遡及適用（以下単に「遡 

及適用」という。）をした場合には、当該事業年度の期首における純資産額に対する影響額 
 ④ 当該事業年度より前の事業年度の全部又は一部について会計方針の変更を遡及適用をしなかった場合に 

は、次に掲げる事項（当該会計方針の変更を会計上の見積りの変更と区別することが困難なときには、ロ 
に掲げる事項を除く。） 

  イ 貸借対照表、損益計算書、株主資本変動計算書及び注記表の主な項目に対する影響額 
  ロ 当該事業年度より前の事業年度の全部又は一部について遡及適用をしなかった理由並びに当該会計方 

針の変更の適用方法及び適用開始時期 
  ハ 当該会計方針の変更が当該事業年度の翌事業年度以降の財産又は損益に影響を及ぼす可能性がある場 

合であって、当該影響に関する事項を注記することが適切であるときは、当該事項 
注４ 表示方法の変更 

 一般に公正妥当と認められる表示方法を他の一般に公正妥当と認められる表示方法に変更した場合に、次に 
掲げる事項を記載します。ただし、重要性の乏しい事項は、記載を要しません。 

① 当該表示方法の変更内容 
② 当該表示方法の変更の理由 

注４－２ 会計上の見積り 
  次に掲げる事項を記載します。 

(1) 会計上の見積りにより当該事業年度に係る貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書又は注記表 
の項目にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計 
算書又は注記表に重要な影響を及ぼす可能性のあるもの 
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 (2) 当該事業年度に係る貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書又は注記表の(1)に掲げる項目に計 
上した額 

(3) (2)に掲げるもののほか、(1)に掲げる項目に係る会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 
注５ 会計上の見積りの変更 

 会計上の見積りの変更をした場合に、次に掲げる事項を記載します。ただし、重要性の乏しい事項は、記載 
を要しません。 

① 当該会計上の見積りの変更の内容 
 ② 当該会計上の見積りの変更の貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び注記表の項目に対す 

る影響額 
③ 当該会計上の見積りの変更が当該事業年度の翌事業年度以降の財産又は損益に影響を及ぼす可能性があ 

るときは、当該影響に関する事項 
注６ 誤謬の訂正 

 会社計算規則第２条第３項第 64 号に規定する誤謬の訂正をした場合に、次に掲げる事項を記載します。た 
だし、重要性の乏しい事項は、記載を要しません。 
 ① 当該誤謬の内容 
 ② 当該事業年度の期首における純資産額に対する影響額 

注７ 貸借対照表関係 

 (1) 担保に供している資産及び担保に係る債務は、勘定科目別に記載します。 
(2) 保証債務、手形遡求債務、損害賠償義務等（負債の部に計上したものを除く）の種類別に総額を記載し 

ます。 
(3) 総額を記載するものとし、関係会社別の金額は記載することを要しません。 
(4) 総額を記載するものとし、取締役、監査役又は執行役別の金額は記載することを要しません 
(5) 貸借対照表に区分掲起している場合は、記載を要しません。 
(6) 同一の工事契約に関する未成工事支出金と工事損失引当金を相殺せずに両建てで表示したときは、その 

旨及び当該未成工事支出金の金額のうち工事損失引当金に対応する金額を、未成工事支出金と工事損失引 
当金を相殺して表示したときは、その旨及び相殺表示した未成工事支出金の金額を記載します。 

注８ 損益計算書関係 

 (1) 総額を記載するものとし、関係会社別の金額は記載することを要しません。 
(2) 総額を記載するものとし、関係会社別の金額は記載することを要しません。 
(3) 総額を記載するものとし、関係会社別の金額は記載することを要しません。 

注９ 株主資本等変動計算書関係 

 (3) 事業年度中に行った剰余金の配当（事業年度末日後に行う剰余金の配当のうち、剰余金の配当を受ける 
者を定めるための会社法第 124 条第１項に規定する基準日が事業年度中のものを含む。）について、配当を 
実施した回ごとに、決議機関、配当総額、一株当たりの配当額、基準日及び効力発生日について記載しま 
す。 

注 10 税効果会計 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因を定性的に記載します。 

注 11 リースにより使用する固定資産 

 ファイナンス・リース取引（リース取引のうち、リース契約に基づく期間の中途において当該リース契約を 
解除することができないもの又はこれに準ずるもので、リース物件（当該リース契約により使用する物件をい 
います。）の借主が、当該リース物件からもたらされる経済的利益を実質的に享受することができ、かつ、当 
該リース物件の使用に伴って生じる費用等を実質的に負担することとなるものをいいます。）の借主である株 
式会社が当該ファイナンス・リース取引について通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行っていない 
重要な固定資産について、定性的に記載します。 

「重要な固定資産」とは、リース資産全体に重要性があり、かつ、リース資産の中に基幹設備が含まれてい 
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 る場合の当該基幹設備をいいます。リース資産全体の重要性の判断基準は、当該支払リース料の当期支払リー 
ス料と当期減価償却費との合計に対する割合についておおむね１割程度とする。 

ただし、資産の部に計上するものは、この限りではありません。 
注 12 金融商品関係 

 重要性の乏しいものについては記載することを要しません。 

注 13 賃貸等不動産関係 

 賃貸等不動産の総額に重要性が乏しい場合は、記載を要しません。 

注 14 関連当事者との取引 

 「関連当事者」とは、会社計算規則第 112 条第４項に定める者をいい、記載にあたっては、関連当事者ごと 
に記載します。関連当事者との取引には、会社と第三者との間の取引で当該会社と関連当事者との間の利益が 
相反するものを含みます。ただし、重要性の乏しい取引及び関連当事者との取引のうち以下の取引については 
記載を要しません。 
 ① 一般競争入札による取引並びに預金利息及び配当金の受取りその他取引の性質からみて取引条件が一般 

の取引と同様であることが明白な取引 
 ② 取締役、会計参与、監査役又は執行役に対する報酬等の給付 
 ③ その他、当該取引に係る条件につき市場価格その他当該取引に係る公正な価格を勘案して一般の取引の 

条件と同様のものを決定していることが明白な取引 
「種類」の欄には、会社計算規則第 112 条第４項各号に掲げる関連当事者の種類を記載します。 

注 15 一株当たり情報 

 株式会社が当該事業年度又は当該事業年度の末日後において株式の併合又は株式の分割をした場合におい 
て、当該事業年度の期首に株式の併合又は株式の分割をしたと仮定して(1)及び(2)に掲げる額を算定したとき 
は、その旨を追加して記載します。 

注 17 連結配当規制適用の有無 

 会社計算規則第 158 条第４号に規定する配当規制を適用する場合に、その旨を記載します。 

注 17－２ 収益認識関係 

  会社が顧客との契約に基づく義務の履行の状況に応じて当該契約から生ずる収益を認識する場合に、次に掲
げる事項（重要性の乏しいものを除きます。）を記載します。ただし、会社法第 444 条第３項に規定する株式
会社以外の株式会社にあっては、①及び③に掲げる事項を省略することができます。 
 ① 当該事業年度に認識した収益を、収益及びキャッシュ・フローの性質、金額、時期及び不確実性に影響 

を及ぼす主要な要因に基づいて区分をした場合における当該区分ごとの収益の額その他の事項 
 ② 収益を理解するための基礎となる情報 
 ③ 当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報 
  なお、①から③までに掲げる事項が２の規定により注記すべき事項と同一であるときは、当該事項の記載 

を要しません。 
注 17－３ 国際最低課税額に対する法人税等 
 法人税、住民税及び事業税の金額に、当該事業年度に係る国際最低課税額（法人税法（昭和四十年法律第三

十四号）第八十二条の二第一項に規定する国際最低課税額をいう。）に対する法人税その他の当該国際最低課
税額に関連する金額を課税標準として課される租税（本表において「国際最低課税額に対する法人税等」とい
う。）の金額を含めて表示する場合に、当該金額を記載する。（重要性の乏しいものを除く。）。 

注 18 その他 

 注１から注 17-3 に掲げた事項のほか、貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書により会社の財
産または損益の状態を正確に判断するために必要な事項を記載します 
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 (6) 事業報告書（※ 下記は株式会社（公開会社）を想定して記載しております。） 

 
○注 株式会社（特例有限会社を除く）のみ記入  

 

 ◇ 事 業 報 告 書 ◇  

  当期における北海道経済は、国等の財政支出伸びや民間投資   

  に一部明るさが見えはじめたことにより堅調に推移いたしま  

  た。建設業界におきましても、この様な経済情勢の中で民間  

 投資の増加が期待されますものの公共投資の伸びがこのまま  

  続くことは財政上の制約などから先行きなお予断を許さぬも  

  のがあります。この様な情勢下において当社では全社あげて  

 受注に努力しました結果完成工事高では 6,606 百万円と前期  

  に比し 5.3％増となり当期利益では工事原価の低減や金融収  

  支の改善等に努力した結果 181 百万円余前期に比し 8.8％増  

  を計上することが出来ました。今後公共工事の大巾な伸びは  

  期待できないものの民間工事においては個人消費の回復設備  

  投資の増加が期待されます。しかし受注競争は、ますます激  

  しくなると思われますので当社としましては、営業力の強  

  化、監理部門の合理化による徹底した工事管理に努め社業の  

  発展業績の向上に邁進いたす所存であります。  

    １.事業内容･･･土木建築舗装造園水道施設工事  

    ２.従業員数･･･事務 64 名 技術 147 名  

            平均 32.9 才 平均勤続年数 12.5 年  

    ３.支  店･･･旭川市 小樽市 函館市  

    ４.株式の状況･･･発行する株式の総数 800 万株  

            発行済株式総数      400 万株  

   

   
   事業報告書は、株式会社が会社法によって作成を義務づけられている書類です。会社形態ごとに下記 

条文のとおり記載が必要な内容が規定されておりますので、該当する内容について記載願います。 
   ア 株式会社      ･･･会社法施行規則第 118 条 
   イ 株式会社（公開会社）･･･会社法施行規則第 119 条～第 124 条 
   ウ 会計参与設置会社  ･･･会社法施行規則第 125 条 
   エ 会計監査人設置会社 ･･･会社法施行規則第 126 条 
 （例）会計参与を設置していない会計監査人設置会社 → ア、イ、エの内容を記載   
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(7) 附属明細表 

    財務諸表に設けられた附属明細表については、株式会社において資本金が１億円を超える又は、最終の 
貸借対照表の負債の合計額が 200 億円以上となる場合に、添付が義務づけられます。 

    附属明細表の作成にあたっては、資産及び負債に関する項目並びに保証債務の項目の 10 項目について、 
相手先、相手先の金額等の明細を記載し、別途作成して下さい。 
記載する金額については、千円単位をもって表示となります。ただし、資本金が５億円以上又は、最終の貸 
借対照表の負債の合計金額が 200 億円以上となる株式会社については、百万円未満の端数を切り捨てて表示 
することとなります。 

 
 
〔作成例〕 

様式第十七号の三 附 属 明 細 表    

  令和６年２月 29 日現在    

 
 

１．完成工事未収入金の詳細 
  相手先別内訳  

   
滞留状況 

 
 

 

 
 

相  手  先 金     額    発  生  時 完成工事未収入金  

 
 

A     省 2,500,000 千円    当 期 計 上 分 35,000,000 千円  

 
 

B  建  設 2,000,000 千円    前期以前計上分 4,000,000 千円  

 
 

そ  の  他 9,800,000 千円    計 39,000,000 千円  

 
 

計 39,000,000 千円         

 
 

２．短期貸付金明細表  
        

 
 

相 手 先 金     額         

 
 

A 不 動 産 1,500,000 千円         

 
 

B 開 発 工 業 950,000 千円         

 
 

関係会社貸付金 820,000 千円         

 
 

そ  の  他 800,000 千円         

 
 

計 5,590,000 千円         

 
 

３．⾧期貸付金明細表  
        

 
 

相  手  先 金     額         

 
 

A  組  合 3,500,000 千円         

 
 

B 不 動 産 1,750,000 千円         

 
 

関係会社貸付金 770,000 千円         

 
 

そ  の  他 340,000 千円         

 
 

計 8,680,000 千円           
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４．関係会社貸付明細表       （単位：千円）  

 
関係会社名 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要 

 

短  

期 A 興 業 500,000  ― 500,000 ― 運転資金  

貸 B 不 動 産 350,000 120,000 180,000 290,000 〃  

付 C 開発工業 ― 150,000 ― 150,000 〃  

金 D 建 築 150,000 230,000 ― 380,000 設備資金  

 小  計 1,000,000 500,000 680,000 820,000 ―  

⾧ 

期 

貸 

付 

金 

A 建 物 350,000 230,000 140,000 440,000 設備資金  

B 倶 楽 部 120,000 ― 30,000 90,000 〃  

C 解体工事 80,000 130,000 110,000 100,000 ⾧期運転  

D 工 務 店 ― 140,000 ― 140,000 設備資金  

小  計 550,000 500,000 280,000 770,000 ―  

計 1,550,000 1,000,000 960,000 1,590,000 ―  

５．関係会社有価証券明細表          

株 

 

 

式 

銘  柄 
一株の 
金 額 

期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高 

摘  要 株式数 取得原価 貸借対照表 
計上額 株式数 金額 株式数 金額 株式数 取得原価 貸借対照表 

計上額 
（円） （株） （千円） （千円） （株） （千円） （株） （千円） （株） (千円） (千円)

A 工 務 店 500 100,000 50,000 50,000 ― ― 20,000 10,000 80,000 40,000 40,000 子 会 社 

B 解体工事 50,000 2,000 100,000 100,000 800 40,000 ― ― 2,800 140,000 140,000 〃 

C 建 築 500 50,000 25,000 25,000 ― ― ― ― 50,000 25,000 25,000 関連会社 

D 開発工事 50,000 8,000 400,000 400,000 2,000 100,000 5,000 250,000 5,000 250,000 250,000 〃 

計  160,000 575,000 575,000 2,800 140,000 25,000 260,000 137,800 455,000 455,000  

 

銘  柄 

期 首 残 高 当期 
増加額 

当期 
減少額 

期 首 残 高 

摘  要 

     

取得原価 貸借対照表 
計上額 取得原価 貸借対照表 

計上額 
     

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）      

 A 興 業 15,000 15,000 ― ― 15,000 15,000 子 会 社      

社 B 開発工業 13,500 13,500 ― 5,000 8,500 8,500 〃      

 C 倶 楽 部 9,500 9,500 7,000 ― 16,500 16,500 〃      

債 D 不 動 産 ― ― 8,700 ― 8,700 8,700 関連会社      

 計 38,000 38,000 15,700 5,000 48,700 48,700       

そ
の
他
の 

 
 

有
価
証
券 

A 不 動 産 8,500 8,500 ― ― 8,500 8,500 関連会社      

B ビ ル 7,000 7,000 ― 4,000 3,000 3,000 〃      

C 興 業 ― ― 5,500 ― 5,500 5,500 〃      

計 15,500 15,500 5,500 4,000 17,000 17,000       
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  ６．関係会社出資金明細表  （単位：千円）    

  関係会社名 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高 摘 要    

  Ａ 興 業 450,000 ― ― 450,000 子会社    

  Ｂ開発工業 230,000 ― ― 230,000 〃    

  Ｃ 工 務 店 180,000 ― ― 180,000 関連会社    
           
           

  計 980,000 80,000 ― 1,060,000 ―    

  ７．短期借入金明細表  （単位：千円）   

  
借 入 先 金 額 返 済 期 日 摘 要 

   

     

  A 銀 行 1,500,000 令和 4 年３月 19 日 運転資金(担保なし)    

  B 銀 行 540,000 令和 3 年２月 25 日 運転資金(土地)    

  C 銀 行 480,000 令和 2 年３月 29 日 運転資金(有価証券)    

  D 銀 行 400,000 令和 3 年 12 月 10 日 運転資金(担保なし)    

  E 信 託 銀 行 230,000 令和 3 年６月 29 日 運転資金(担保なし)    
          
          

  そ の 他 550,000 令和 4 年３月 29 日 運転資金(担保なし)    

  小 計 5,330,000 ― ―    

  I 銀 行 500,000 令和 3 年９月 28 日 設備投資（土地）    

  J 銀 行 370,000 令和 3 年８月 31 日 運転資金(担保なし)    

  小 計 870,000 ― ―    

  関係会社借入金 550,000 令和元年３月 29 日 運転資金(土地)    

  ⾧期借入金からの 
振替分 847,000 ― ―    

  計 7,047,000 ― ―    

  ８．⾧期借入金明細表  （単位：千円）  
 

  
借 入 先 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘   要 

  

    

  A 銀 行 （100,000） 
500,000  250,000 100,000 （150,000） 

650,000  ⾧期運転（土地）   

  B 銀 行 （70,000） 
350,000  ― 70,000 （70,000） 

280,000  ⾧期運転（土地）   

  C 銀 行 ― 150,000 ― （50,000） 
150,000  ⾧期運転（担保なし）   

  D 信託銀行 （100,000） 
400,000  200,000 100,000 （120,000） 

500,000  設備資金（土地）   

  E 信託銀行 （140,000） 
250,000  270,000 140,000 （170,000） 

380,000  ⾧期運転（土地）   

  F 生命保険 （ － ） 
50,000  20,000 ― （10,000） 

70,000  設備資金（有価証券）   

  G 生命保険 （14,000） 
14,000  ― 14,000 ― ―   

           

           

  そ の 他 （10,000） 
30,000  8,000 10,000 （12,000） 

28,000  ⾧期運転（担保なし）   

  関係会社借入金 （200,000） 
580,000  570,000 200,000 （250,000） 

950,000  ⾧期運転（担保なし）   

  計 （634,000） 
2,254,000  1,478,000 641,000 （847,000） 

3,091,000  ―   
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 ９．関係会社借入金明細表    （単位：千円）  

  
関係会社名 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘   要  

 

 
短 
期 
借 
入 
金 

A 銀 行 400,000 ― 400,000 ― 運転資金（担保なし）  

 B 銀 行 250,000 100,000 250,000 100,000 運転資金（担保なし）  

 C 銀 行 ― 130,000 ― 130,000 運転資金（担保なし）  

 D 信託銀行 50,000 270,000 ― 320,000 運転資金（土地）  

 小  計 700,000 500,000 650,000 550,000 ―  

 
⾧ 
期 
借 
入 
金 

Ａ開発工業 270,000 270,000 140,000 480,000 ⾧期運転（担保なし）  

 Ｂ工務店 20,000 ― 60,000 110,000 ⾧期運転（担保なし）  

 Ｃ倶楽部 90,000 120,000 30,000 180,000 ⾧期運転（担保なし）  

 Ｄ開発都市 ― 180,000 ― 180,000 設備資金（担保なし）  

 小計 570,000 570,000 200,000 950,000 ―  

 計 1,280,000 1,070,000 850,000 1,500,000 ―  

 10．保証債務明細表 （単位：千円） 
      

 相 手 先 金額       

 Ａ 開 発 6,800,000       

 Ｂ 不 動 産 4,300,000       

 Ｃ リ ー ス 3,100,000       

 Ｄ開発都市 2,600,000       

 Ｅ 興 業 2,500,000       

 Ｆ 住 販 1,700,000       

 Ｇ 倶 楽 部 1,300,000       

 Ｈ 工 務 店 1,200,000       

 Ｉ 建 設 950,000       

 Ｊ 不 動 産 750,000       

 計 25,200,000       
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記 載 要 領 

●  一般的事項 

 １ 「親会社」とは、会社法（平成 17 年法律第 86 号）第２条第４号に定める会社をいい、「子会社」と
は、会社法第２条第３号に定める会社をいいます。 

 ２ 「関連会社」とは、会社計算規則（平成 18 年法務省令第 13 号）第 2 条第 3 項第 21 号に定める会社を
いいます。 

 ３ 「関係会社」とは、会社計算規則第２条第３項第 25 号に定める会社をいいます。 

 ４ 金融商品取引法（昭和 23 年法律第 25 号）第 24 条の規定により、有価証券報告書を内閣総理大臣に提
出しなければならない者については、附属明細表の４，５，６及び９の記載を省略することができます。
この場合、同条の規定により提出された有価証券報告書に記載された連結貸借対照表の写しを添付しなけ
ればなりません。 

 ５ 記載すべき金額は、千円単位をもって表示します。 
 ただし、会社法第２条第６号に規定する大会社にあっては、百万円単位をもって表示することができま
す。この場合、「千円」とあるのは、「百万円」として記載します。 

 
● 個別事項 

 １ 完成工事未収入金の詳細 

  (1) 別記様式第１５号による貸借対照表の流動資産の部の完成工事未収入金について、その主な相手先
及び相手先毎の額を記載して下さい 

  (2) 同一の相手先について契約口数が多数ある場合には、相手先別に一括して記載することができま
す。 

  (3) 滞留状況については、当期計上分（１年未満）及び前期以前計上分（１年以上）に分け、各々の合
計額を記載して下さい。 

 ２ 短期貸付金明細表 

  (1) 貸借対照表の流動資産の部の短期貸付金について、その主な相手先及び相手先ごとの額を記載して
下さい。ただし、当該科目の額が資産総額の 100 分の５以下である時は記載を省略することができま
す。 

  (2) 同一の相手先について契約口数が多数ある場合には、相手先別に一括して記載することができま
す。 

  (3) 関係会社に対するものはまとめて記載することができます。 

 ３ ⾧期貸付金明細表 

  (1) 貸借対照表の固定資産の部の⾧期貸付金について、その主な相手先及び相手先ごとの額を記載して
下さい。ただし、当該科目の額が資産総額の 100 分の５以下である時は記載を省略することができま
す。 

  (2) 同一の相手先について契約口数が多数ある場合には、相手先別に一括して記載することができま
す。 

  (3) 関係会社に対するものはまとめて記載することができます。 

 ４ 関係会社貸付金明細表 

  (1) 貸借対照表の短期貸付金、⾧期貸付金そのた資産に含まれる関係会社貸付金について、その関係会
社名及び関係会社ごとの額を記載して下さい。ただし、当該科目の額が資産総額の 100 分の５以下で
ある時は記載を省略することができます。 

  (2) 関係会社貸付金は貸借対照表の勘定科目ごとに区別して記載し、親会社、子会社、関連会社及びそ
の他の関係会社について各々の合計額を記載して下さい。 

  (3) 摘要の欄には、貸付の条件（返済期限（分割返済条件のある場合にはその条件）及び担保物件の種
類）について記載して下さい。重要な貸付金で無利息又は特別の条件による利率が約定されているも
のについては、その旨及び当該利率について記載して下さい。 
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  (4) 同一の関係会社について契約口数が多数ある場合には、関係会社別に一括し、担保及び返済期限に
ついて要約して記載することができます。 

 ５ 関係会社有価証券明細表 

  (1) 貸借対照表の有価証券、流動資産の「その他」、投資有価証券、関係会社株式・関係会社出資金及
び投資その他の資産の「その他」に含まれる関係会社有価証券について、その銘柄及び銘柄ごとの額
を記載して下さい。ただし、当該科目の額が資産総額の 100 分の５以下である時は記載を省略するこ
とができます。 

  (2) 当該有価証券の発行会社について、附属明細表提出会社との関係（親会社、子会社等の関係）を摘
要欄に記載して下さい。 

  (3) 社債の銘柄は「何会社物上担保社債」のように記載して下さい。なお、新株予約権が付与されてい
る場合には、その旨を付記して下さい。 

  (4) 取得価額及び貸借対照表計上額については、その算定の基準とした評価基準及び評価方法を摘要欄
に記載して下さい。ただし、評価基準及び評価方法が別記様式第 17 号の２による注記表（以下単に
「注記表」という。）の２により記載されている場合には、その記載を省略することができます。 

  (5) 当期増加額及び当期減少額がともにない場合には、期首残高、当期増加額及び当期減少額の各欄を
省略した様式により記載することができます。この場合には、その旨を摘要欄に記載して下さい。 

  (6) 一の関係会社の有価証券の総額と当該関係会社に対する債権の総額との合計額が附属明細表提出会
社の資産の総額の 100 分の５を超える場合、一の関係会社に対する債務の総額が附属明細表提出会社
の負債及び純資産の総額の 100 分の５を超える場合又は一の関係会社に対する売上高が附属明細表提
出会社の売上高の総額の 100 分の 20 を超える場合には、当該関係会社の発行済株式の総数に対する
所有割合、社債の未償還残高その他当該関係会社との関係内容（例えば、役員の兼任、資金援助、営
業上の取引、設備の賃貸借等の関係内容）を注記して下さい。 

  (7) 様式のうち、会社法第 308 条第 2 項の規定により議決権を有しないものについては、その旨を摘要
欄に記載して下さい。 

 6 関係会社出資金明細表 

  (1) 貸借対照表の関係会社株式・関係会社出資金及び投資その他の資産の「その他」に含まれる関係会
社出資金について、その関係会社名及び関係会社ごとの額を記載して下さい。ただし、当該科目の額
が資産総額の 100 分の５以下である時は記載を省略することができます。 

  (2) 出資金額の重要なものについては、出資の条件（１口の出資金額、出資口数、譲渡制限等の諸条
件）を摘要欄に記載して下さい。 

  (3) 本表に記載されている会社であって、５の(6)に定められた会社と同一の条件のものがある場合に
は、当該関係会社に関してこれに準じて注記して下さい。 

 7 短期借入金明細表 

  (1) 貸借対照表の流動負債の部の短期借入金について、その借入先及び借入先ごとの額を記載して下さ
い。ただし、比較的借入金が少額なものについては、無利息又は特別の利率が約定されている場合を
除き、まとめて記載することができます。 

  (2) 設備資金と運転資金に分けて記載して下さい。 

  (3) 摘要の欄には、資金使途、借入の条件（担保、無利息の場合にはその旨、特別の利率が約定されて
いる場合には当該利率）等について記載して下さい。 

  (4) 同一の借入先について契約口数が多数ある場合には、借入先別に一括し、返済期限、資金使途及び
借入の条件について要約して記載することができます。 

  (5) 関係会社からのものはまとめて記載することができます。 

 8 ⾧期借入金明細表 

  (1) 貸借対照表の固定負債の⾧期借入金及び契約期間が１年を超える借入金で最終の返済期限が１年内
に到来するもの又は最終の返済期限が１年後に到来するもののうち１年内の分割返済予定額で貸借対
照表において流動負債として掲げられているものについて、その借入先及び借入先ごとの額を記載し
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て下さい。ただし、比較的借入額が少額なものについては、無利息又は特別な利率が約定されている
物を除き、まとめて記載することができます。 

  (2) 契約期間が１年を超える借入金で最終の返済期限が１年内に到来するもの又は最終の返済期限が１
年後に到来するもののうち１年内の分割返済予定額で貸借対照表において流動負債として掲げられて
いるものについては、当期減少額として記載せず、期末残高に含めて記載して下さい。この場合にお
いては、期末残高欄に内書（括弧書き）として記載し、その旨を注記して下さい。 

  (3) 摘要の欄には、借入金の使途及び借入の条件（返済期限（分割返済条件のある場合にはその条件）
及び担保物権の種類）について記載して下さい。重要な借入金で無利息又は特別な条件による利率が
約定されているものについては、その旨及び当該利率について記載して下さい。 

  (4) 同一の借入先について契約口数が多数ある場合には、借入先別に一括し、使途、担保及び返済期限
について要約して記載することができます。この場合においては、借入先別に一括されたすべての借
入金について当該貸借対照表日以後３年間における１年ごとの返済予定額を注記して下さい。 

  (5) 関係会社からのものはまとめて記載することができます。 

 9 関係会社借入金明細表 

  (1) 貸借対照表の短期借入金、⾧期借入金その他負債に含まれる関係会社借入金について、その関係会
社名及び関係会社ごとの額を記載して下さい。ただし、当該科目の額が資産総額の 100 分の５以下で
ある時は記載を省略することができます 

  (2) 関係会社借入金は貸借対照表の勘定科目ごとに区別して記載し、親会社、子会社、関連会社及びそ
の他の関係会社について各々の合計額を記載して下さい。 

  (3) 短期借入金については、７の(3)及び(4)に準じて記載し、⾧期借入金については、８の(2)、(3)及
び(4)に準じて記載して下さい。 

 10 保証債務明細表 

  (1) 注記表の３の(2)の保証債務額について、その相手先及び相手先ごとの額を記載します。 

  (2) 注記表の３の(2)において、相手先及び相手先ごとの額が記載されている時は記載を省略すること
ができます。 

  (3) 同一の借入先について契約口数が多数ある場合には、借入先別に一括して記載することができま
す。 
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第３章 個人における決算報告書について 

 
 個人企業における様式についても、基本的には法人に準ずる会計処理を必要とされています。ただし、全体的に
は法人と比べ、様式面、会計処理面でかなり簡略化され、また個人企業の特性のため法人と異なっている点もあり
ますので、法人と異なる点について簡単に解説すると次のとおりです。 
 
 
第１ 貸借対照表（様式第 18 号） 
  個人企業の貸借対照表も法人と同様に、「資産の部」「負債の部」及び「純資産の部」から成り立って 

います。 
 
 ◎ 資産の部 
 Ⅰ 流動資産 
   個人企業の流動資産については、株式及び勘定科目の内容も全て法人に準ずる形式となっています。 

貸倒引当金も資産勘定から一括控除する形式となっていますが、法人と異なり、貸倒引当金繰入額は、 
損益計算書の販売費及び一般管理費の「貸倒金」で処理されることになっています。 

   従って、個人企業における貸倒引当金の処理は 
 

借方 貸方 
貸倒金 

     400 千円 
貸倒引当金 

       400 千円 
 
  となります。なお、貸倒引当金の戻入れは「営業外収益」で処理されることになります。 
   流動負債の「その他」又は固定資産の「その他」に属する資産で、その金額が資産の総額の 100 分 

の５を超えるものについては、当該資産を明示する科目を記載します。 
 
 Ⅱ 固定資産 

   法人と同様に、固定資産の各科目ごとに、その原価償却額を控除する形式で記載します。 
 
 ◎ 負債の部 

   負債の部は、法人と同様に、「流動負債」「固定負債」に分かれています。なお、負債の部の各勘定 
科目の内容及び形式については、全て法人に準ずることとなっています。 
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 ◎ 純資産の部 

   純資産の部は個人企業の特性があり、法人と全く異なる点ですが、資本内容を明確にするために、 
また、法人の自己資本と同等の扱いとするために、「期首資本金」「事業主借勘定」を加えたものか 
ら「事業主貸勘定」を控除し、これに当年度利益（損失）を加減した形で資本合計を算出する仕組み 
となっています。 

   従って、純資産の部で計算された純資産合計はそのまま、次期繰越資本金に一致する仕組みとなっ 
ています。 

純  資  産  の  部 

  １ 期 首 資 本 金   777.771.133 →前期末の純資産合計   
  ２ 事 業 主 借 勘 定   777.771.133      
  3 事 業 主 貸 勘 定 △ 777.771.133      
  4 事業主利益（△損失）   777.771.133 →損益計算書の事業主利益と一致   
    純資産合計(次期繰越資本金)    777.771.133   
    負 債 純 資 産 合 計    777.771.133   
            

       ― 3 ―      

 

１ 期首資本金 

   前期末の純資産合計（次期繰越資本金）がそのまま記載されます。 
２ 事業主借勘定 

   事業主が事業外資金から事業のために借りた額。なお、事業外収益としての不動産取得・利子取得・ 
給与所得等も含めて記載して下さい。 

３ 事業主貸勘定 

   生活費・税金等 
 
第２ 損益計算書（様式第 19 号） 

   個人企業の損益計算書は「売上高及び売上原価」、「販売費及び一般管理費、営業外収益、営業外費用」 
に別れています。なお、各勘定科目の内容については法人に準ずることとなっています。 

 
第２－２ 完成工事原価報告書 

   個人企業においても、完成工事原価報告書の記載、提出が求められていますが、様式及び各科目の内容 
は、全て法人に準ずることとなっています。 
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第４章 そ の 他 
１．勘定科目分類表 

貸 借 対 照 表 
 

資 産 の 部 

 Ⅰ 流 動 資 産 

科   目 摘        要 取   扱   要   綱 
 現 金 預 金 現金 

現金、小切手、送金小切手、送金為替手形、 
郵便為替手形、振替貯金払出証書等 

期限の到来した公社債の利礼その他金銭と
同一の性質をもつものは、現金に含めること
ができる。 

  預金 
金融機関に対する預金、郵便貯金、郵便振替
貯金、金銭信託等で決算期後１年以内に現
金化できると認められるもの。ただし、当初
の履行期が１年を超え、又は超えると認め
られたものは、投資その他の資産に記載す
ることができる。 

未渡小切手は預金として処理する。 

 受 取 手 形 営業取引に基づいて発生した手形債権（割 
引に付した受取手形及び裏書譲渡した受取手 
形の金額は、控除して別に注記する。）ただし、 
このうち破産債権、再生債権、更生債権その 
他これらに準ずる債権で決算期後１年以内に 
弁済を受けられないことが明らかなものは、 
投資その他の資産に記載することができる。 

「営業取引」とは、当該会社の本来の営業活 
動において、経常的に又は短期間に循環して
発生する取引をいう。（以下同じ） 

 完 成 工 事 未 収入 金 完成工事高の計上した工事に係る請負代金 
（税抜方式を採用する場合も取引に係る消費 
税額及び地方消費税額を含む。以下同じ。）の 
未収額。ただし、このうち破産債権、再生債 
権、更生債権その他これらに準ずる債権で決 
算期後１年以内に弁済を受けられないことが 
明らかなものは、投資その他の資産に記載す 
る。 

 

 売 掛 金 建設業以外の兼業に伴う未収額。  

 有 価 証 券 時価の変動により利益を得ることを目的と 
して保有する有価証券及び決算期後１年以内 
に満期の到来する有価証券。 

株式申込証拠金領収書及び新株申込受付票 
及び内国法人の発行する譲渡性預金の預金証 
書等で有価証券として会計処理することが適 
当と認められるものは「有価証券」に含める。 
「有価証券」には、当該会社が役員、従業員 
又はその他の者の名義をもって所有するもの 
を含む。 

 未 成 工 事 支 出 金 完成工事原価に計上していない工事費並び 
に材料の購入及び外注のための前渡金及び手 
付金等 

 

 材 料 貯 蔵 品 手持ちの工事用材料及び消耗工具器具等並 
びに事務用消耗品等のうち未成工事支出金、 
完成工事原価又は販売費及び一般管理費とし 
て処理されなかったもの。 

兼業事業を営む者については、商品、製 
品、半製品等を含む。 
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 販 売 用 資 産 建設業以外の兼業事業に係る棚卸資産を記 
載する。 

 

 短 期 貸 付 金 決算期後１年以内に返済されると認められ 
るもの。ただし、当初の返済期が１年を超え、 
又は超えると認められたものは、投資その他 
の資産（⾧期貸付金）に記載することができ 
る。 

「短期貸付金」には手形貸付金を含む。 

 前 払 費 用 未経過保険料、未経過支払利息、前払賃借料
等の費用の前払で決算期後１年以内に費用と
なるもの。ただし、当初１年を超えた後に費用
となるものとして支出されたものは、投資そ
の他の資産（⾧期前払費用）に記載することが
できる。 

 

 そ の 他 完成工事未収入金以外の未収入金及び営業 
取引以外の取引によって生じた未収入金、営 
業外受取手形その他決算期後１年以内に現金 
化できると認められるもので他の流動資産科 
目に属さないもの。ただし、営業取引以外の取 
引によって生じたものについては、履行期が 
１年を超え、又は超えると認められたものは、 
投資その他の資産に記載することができる。 

「営業外受取手形」とは、例えば、固定資産 
又は有価証券の売却に基づいて発生した手形 
債権営業保証金の代用として受け取った手形 
負債等をいう。 

上記の 1～10 に計上されていない科目の中 
で、資産の 100 分の５以上の額となる科目は、 
本項目に記載しないこと。 
 本項目に計上される科目として、下記のも 
のが挙げられる。（ただし、１年以内に現金か 
できるもので、かつ、資産の 100 分の５未満 
の額となる場合に限る。） 
 ○未収収益 
 ○立替金 
 ○差入保証金 
 ○仮払金 

 貸 倒 引 当 金 受取手形、完成工事未収入金等流動資産に 
属する債権に対する貸倒見込額を一括して記 
載する。 

 

 

 Ⅱ 固 定 資 産 

科   目 摘        要 取   扱   要   綱 
(1) 有形固定資産 

建物・建築物 
建   物 

 
構 築 物 

 
次の建物及び構築物をいう。 

社屋、倉庫、車庫、工場、住宅その他の建物 
及びこれらの付属設備 

土地に定着する土木設備又は工作物 

 
「建物」には、工場、事務所のほか、社宅その
他の経営付属建物を含む。 
暖房、証明、通風等建物の付属設備は「建物」
に属するものとする。 

 機 械 ・ 運 搬 具 
 

機 械 装 置 
船 舶 
航 空 機 
車両運搬具 

次の機械装置、船舶、航空機及び車両運搬具を
いう。 

建設機械その他の各種機械及び装置 
船舶及び水上運搬具 
飛行機及びヘリコプター 
鉄道車両、自動車その他陸上運搬具 

 

 工具器具・備品 
 工 具 器 具 

 
 

  備   品 

次の工具器具及び備品をいう。 
各種の工具又は器具で耐用年数が１年以上

かつ取得価額が相当額以上であるもの（移動
性仮設建物も含む。） 

各種の備品で耐用年数が１年以上かつ取得
価額が相当額以上であるもの 
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 土 地 自家用の土地 「土地」には、工場及び事務所の敷地のほか 
社宅敷地、運動場、農園等の経営付属用の土 
地を含む。 

 リ ー ス 資 産 ファイナンス・リース取引におけるリース 
物件の借主である資産。ただし、有形固定資産 
に属するものに限る。 

ファイナンス・リース取引（実質的な割賦販 
売と同一視できるリース取引）について売買
処理（オンバランス）に統一 

 建 設 仮 勘 定 建設中の自家用固定資産の新設又は増設の
ために要した支出 

自家用の固定資産の建設のために支出した 
手付金若しくは前渡金又はそのために取得し 
た機械等で保管中のものは「建設仮勘定」に属 
するものとする。自家用の固定資産の建設又 
は営業取引に基づく工事に充てられる資材 
で、取得の際にそのいずれに充てられるか区 
分の困難なものは「材料貯蔵品」に属させるこ 
とができる。資材の購入のための前渡金で、そ 
の資材を自家用固定資産の建物又は営業取引 
による工事に充てられるものと、区分するこ 
とが困難である場合には、当該前渡金は流動 
資産の部「未成工事支出金」に属させることが 
できる。 

 そ の 他 他の有形固定資産科目に属さないもの 山林及び植林は「その他」に属するものとする。  
※ 付属する土地は、土地に計上すること。 

 
(2) 無 形 固 定 資 産 

特 許 権 
 

有償取得又は有償創設したもの 
 

ダム使用権、水利権、専用側線利用権、電気
ガス供給施設利用権、水道施設利用権等は「そ
の他」に属するものとする。  借  地  権 有償取得したもの（地上権を含む。） 

 の れ ん 合併、事業譲渡等により取得した事業の取 
得原価が、取得した資産及び引き受けた負債 
に配分された純額を上回る場合の超過額 

 

 リ ー ス 資 産 ファイナンス・リース取引におけるリース 
物件の借主である資産。ただし、無形固定資産 
に属するものに限る。 

 

 そ の 他 有償取得または有償創設したもので他の無 
形固定資産科目に属さないもの 

 

 
(3) 
 

投資その他の資産 
投資有価証券 
 
 
関係会社株式・
関係会社出資金 

関係会社株 
 式 

関係会社出 
資金 

 
流動資産に記載された有価証券以外の有価

証券。ただし、関係会社株式に属するものを除 
く。 
次の関係会社株式及び関係会社出資金をいう 

 
会社計算規則（平成 18 年法務省令第 13 号） 

第２条第３項第23号に定める関係会社の株式 
会社計算規則第２条第３項第23号に定める

関係会社に対する出資金 

 

 ⾧ 期 貸 付 金 流動資産に記載された短期貸付金以外の貸 
付金 

 

 破産更正債権等 完成工事未収入金、受取手形等の営業債権 
及び貸付金、立替金等のその他の債権のうち 
破産債権、再生債権、更生債権その他これらに 
準ずる債権で決算期後１年以内に弁済を受け 
られないことが明らかなもの 

 

 ⾧ 期 前 払 費 用 未経過保険料、未経過支払利息、前払賃借 
料等の費用の前払で流動資産に記載された前 
払費用以外のもの 

 

 繰 延 税 金 資 産 税効果会計の適用により資産として計上さ 
れるもの 
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 保 険 積 立 金   

 そ の 他 ⾧期保証金等１年を超える債権、出資金（関
係会社に対するものを除く。）等他の投資その
他の資産科目に属さないもの 
 

投資不動産（投資の目的で所有する土地、建 
物その他の不動産）、１年以内に期限の到来し 
ない預金及び金銭信託等は「その他」に属する 
ものとする。いわゆる敷金等のうち当該契約 
解除の際に返還されるものは「その他」に属す 
るものとする。 

差入保証金（代用有価証券を含む。）で一般 
の取引慣行において短期間に返却されないも 
のは、「その他」に属するものとする。「その他」 
に属する資産のうち投資の目的をもって所有 
する建物その他の資産については有価固定資 
産の例により、金銭債権については「⾧期貸付 
金」の例により、それぞれ減価償却引当金、貸 
倒引当金の掲記ができるものとする。 

 貸 倒 引 当 金 ⾧期貸付金等投資等に属する債権に対する
貸倒見込額を一括して記載する。 

 

 

 Ⅲ 繰 延 資 産 

科   目 摘        要 取   扱   要   綱 
 創 立 費 定款等の作成費、株式募集のための広告費

等の会社設立費用 
「創立費」とは、会社の負担に帰すべき設立費
用、例えば、定款及び諸規則作成のための費
用、株式募集その他のための広告費、目論見
書・株券等の印刷費、創立事務所の賃借料、設
立事務に使用する使用人の手当給料等、金融
機関の取扱手数料、証券会社の取扱手数料、創
立総会に関する費用その他会社設立事務に関
する必要な費用、発起人が受ける報酬で定款
に記載して創立総会の承認を受けた金額並び
に創立登記の登録税等の費用をいう。 

 開 業 費 土地、建物等の貸借料等の会社成立後営業
開始までに支出した開業準備のための費用 

「開業費」とは、土地、建物等の賃借料、広告
宣伝費、通信交通費、事務用消耗品費、支払利
子、使用人の給料、保険料、電気、ガス、水道
料等で会社成立後営業開始までに支出した開
業準備のための費用をいう。 

 株 式 交 付 費 株式募集のための広告費、金融機関の取扱
手数料等の新株発行又は自己株式の処分のた
めに直接支出した費用 

「株式交付費」とは、株式募集のための広告
費、金融機関の取扱手数料、証券会社の取扱手
数料、株式申込書、目論見書、株式等の印刷費、
変更登記の登録免許税、その他株式の交付の
ため直接支出した費用をいう。 

 社 債 発 行 費 社債募集のための広告費、金融機関の取扱 
手数料等の社債発行のために直接支出した費 
用（新株予約権の発行等に係る費用を含む。） 

「社債発行費」とは、社債募集のための広告
費、金融機関の取扱手数料、証券会社の取扱手
数料、社債申込書、目論見書、社債権等の印刷
費、社債の登記の登録免許税、その他社債発行
のため直接支出した費用をいう。なお、資金調
達などの財務活動に係るものとして、繰延資
産に計上された新株予約権の発行等にかかる
費用についても、本勘定科目に含まれる。   
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 開 発 費 新技術の採用、市場の開拓等のために支出 
した費用（ただし、経常費の性格をもつものは 
含まれない。） 

「開発費」とは、新技術又は新経営組織の採
用、資源の開発、市場の開拓等に支出した費
用、生産能率の向上又は生産計画の変更等に
より、設備の大規模配置替を行った場合等の
費用をいう。 

 
負 債 の 部 

 Ⅰ 流 動 負 債 

科   目 摘        要 取   扱   要   綱 

 支 払 手 形 営業取引に基づいて発生した手形債務  

 工 事 未 払 金 工事費の未払額（工事原価に算入されるべ 
き材料貯蔵品購入代金等を含む。）ただし、税 
抜方式を採用する場合も取引に係る消費税額 
及び地方消費税額を含む。 

工事原価に算入されるべき材料貯蔵品購入 
代金を含む。 

 買 掛 金 建設業以外の事業に伴う未払額  

 短 期 借 入 金 決算期後１年以内に返済されると認められ
る借入金（金融手形を含む。） 

「短期借入金」には、履行期が決算期後１年以
内に到来する手形借入金及び当座借越を含
む。 

 リ ー ス 債 務 ファイナンス・リース取引におけるもので
決算期後１年以内に支払われると認められる
もの 

 

 未 払 金 固定資産購入代金未払金、未払配当金及び
その他の未払金で決算期後未払金１年以内に
支払われると認められるもの 

 

 未 払 消 費 税   

 未 払 費 用 未払給料手当、未払利息等継続的な役務の
給付を内容とする契約に基づいて決算期まで
に提供された役務に対する未払額 

 

 未 払 法 人 税 等 法人税、住民税及び事業税の未払額  

 未成工事受入金 請負代金の受入高のうち完成工事高に計上
していないもの 

注文者より有償で支給された材料等に関す
る費用が、請負代金額から控除される場合に
は、当該材料等を「未成工事受入金」に含める。 

 預 り 金 営業取引に基づいて発生した預り金及び営
業外取引に基づいて発生した預り金で決算期
後１年以内に返済されるもの又は返済される
と認められるもの 

当該会社が源泉徴収した役員又は従業員の
勤労所得税等については「預り金」に属するも
のとする。営業取引に関連する預り保証金で
決算期後１年以内に返済するものは「預り金」
に属するものとする。 

 前 受 収 益 前受利息、前受賃貸料等 前受地代も含む。 

 (役員)賞与引当
金 

決算日後の株主総会において支給が決定さ
れる役員賞与に対する引当金（実質的に確定
債務である場合を除く。） 

 

 完 成 工 事 補 償
引 当 金 

引渡しを完了した工事に係る契約上不適合
を理由とした履行の追完の請求、損害賠償の
請求、代金の減額の請求又は契約の解除に対
する引当金 
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 そ の 他 営業外支払手形等決算期後１年以内に支払
又は返済されると認められるもので他の流動
負債科目に属さないもの 

営業取引によらないで生じた手形債務で履
行期が決算期後１年以内に到来するもの（短
期借入金に含まれるものを除く。）は「その他
流動負債」に属するものとする。仮受金その他
の未決算勘定は、貸借対照表日において当該
受入額等の属すべき勘定又は金額の確定しな
いものに限り「その他」に属するものとして計
上することができる。 

 

 Ⅱ 固 定 負 債 

科   目 摘        要 取   扱   要   綱 
 社 債 会社法（平成 18 年法律第 86 号）第２条第

23 号の規定によるもの（償還期限が１年以内
に到来するものは、流動負債に記載するこ
と。） 

 

 ⾧ 期 借 入 金 流動負債に記載された短期借入金以外の借
入金 

「⾧期借入金」には履行期が決算期後１年を
超えた後に到来する手形借入金を含む。 

 リ ー ス 債 務 ファイナンス・リース取引におけるものの
うち、流動負債に属するもの以外のもの 

 

 繰 延 税 金 負 債 税効果会計の適用により負債として計上さ
れるもの 

 

 退職給与引当金 役員及び従業員の退職給与に対する引当金  

 負 の の れ ん 合併、事業譲渡等により取得した事業の取
得原価が、取得した資産及び引き受けた負債
に配分された純額を下回る場合の不足額 

 

 そ の 他 ⾧期未払金等１年を超える負債で他の固定
負債科目に属さないもの 

役員又は従業員のいわゆる社内預金で流動
負債の部に記載された以外のものは「その他」
に属するものとする。 

敷金その他返済期日の定めがなく短期間に
返済されないことが明らかなものは「その他」
に属するものとする。 
（注）履行期が決算期後１年を超えた後に到 

来する債務（営業取引によって生じた 
ものを除く。）決算期後１年以内の分割 
返済予定額を算定し、これを流動負債 
の部に記載する。ただし、その分割返済 
予定額が金賞である場合においては、 
その限りではない。 

履行期が決算期後１年を超えた後に到来す
る債務（営業取引によって生じたものを除
く。）のうち分割返済の定めがあっても、個々
の分割返済の金額及び定めがないため、１年
以内の返済予定額を正確に算定できないもの
については、その金額を固定負債として記載
する。ただし、適当な方法によって１年以内に
返済が見込まれる額を算定する場合は、その
金額を流動負債として記載することができ
る。  
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純 資 産 の 部 
 Ⅰ 株 主 資 本 

科   目 摘        要 取   扱   要   綱 
 資 本 金 会社法第 445 条第１項及び第２項、第 448

条並びに第 450 条の規定によるもの 
 

 新株申込証拠金 申込期日経過後における新株式の申込証拠
金 

 

 資本剰余金 
 資本準備金 

 
会社法第 445 条第３項及び第４項、第 447

条並びに第 451 条の規定によるもの 

 

 その他資本剰 
余金 

資本剰余金のうち、資本金及び資本準備金
の取崩しによって生ずる剰余金や自己株式の
処分差益など資本準備金以外のもの 

 

 利 益 剰 余 金 
 利 益 準 備 金 

 
会社法第 445 条第４項及び第 451 条の規定

によるもの 

 

 その他利益剰 
余金 

準 備 金 
 
積 立 金 
 

繰越利益剰余金 

 
 
株式総会又は取締役会の決議により設定さ

れるもの 
 
 

利益剰余金のうち、利益準備金及び積立金
（準備金）以外のもの 

 

 自 己 株 式 会社が所有する自己の発行済株式  

 自己株式申込証
拠金 

申込期日経過後における自己株式の申込証
拠金 

 

 
 

Ⅱ 評価・換算差額等 

科   目 摘        要 取   扱   要   綱 
 その他有価証券 

評価差額金 
時価のあるその他有価証券を期日末時価に

より評価替えすることにより生じた差額から
税効果相当額を控除した残額 

 

 繰延ヘッジ損益 繰延ヘッジ処理が適用されるデリバティブ
等を評価替えすることにより生じた差額から
税効果相当額を控除した残額 

 

 土地再評価差額 
金 

土地の再評価に関する法律（平成 10 年法律
第 34 号）に基づき事業用土地の再評価を行っ
たことにより生じた差額から税効果相当額を
控除した残額 

 

 
Ⅲ 新株予約権 

科   目 摘        要 取   扱   要   綱 
  会社法第２条第21号の規定によるものから 

同法第 255 条第１項に定める自己新株予約権 
の額を控除した残額 
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損 益 計 算 書 
 Ⅰ 売上高 及び Ⅱ 売上原価 

科   目 摘        要 
 完 成 工 事 高 工事進行基準により収益に計上する場合における期中出来高相当額及び工事完成基 

準により収益に計上する場合における最終総請負高（請負高の全部又は一部が確定し 
ないものについては、見積計上による請負高。）又は会社が顧客との契約の義務の履行
の状況に応じて、当該契約から生ずる収益を認識する場合における工事契約にかかる
収益。ただし、税抜方式を採用する場合は取引に係る消費税額及び地方消費税額を除
く。 

なお、共同企業体により施行した工事については、共同企業体全体の完成工事高に 
出資の割合を乗じた額または分担した工事額を計上する。 

 完 成 工 事 原 価 
完 成 工 事 総 利 益 
（完成工事総損失） 

完成工事高として計上したものに対応する工事原価 
完成工事高から完成工事原価を控除した額 

 

 兼 業 事 業 売 上 高 建設業以外の事業（以下「兼業事業」という。）を併せて営む場合における当該事業 
の売上高 

 兼 業 事 業 売 上 原 価 
兼 業 事 業 総 利 益 
（兼業事業総損失） 

兼業事業売上高として計上したものかに対応する兼業事業の売上原価 
兼業事業売上高から兼業事業売上原価を控除した額 

 売 上 総 利 益 
（ 売 上 総 損 失 ） 

売上高から売上原価を控除した額 
 

 

 Ⅲ 販売費及び一般管理費 

科   目 摘        要 
取   扱   要   綱 

 役 員 報 酬 取締役、執行役、会計参与又は監査役に対する報酬（役員賞与引当金繰入額を含む。） 

 従 業 員 給 料 手 当 本店及び支店の従業員等に対す得る給料、諸手当及び賞与（賞与引当額繰入額を含
む。） 

 退 職 金 役員及び従業員に対する退職金（退職年金掛金を含む。）。ただし、退職給付に係る 
会計基準を適用する場合には、退職金以外の退職給付費用等の適当な科目により記載 
すること。なお、いずれの場合においても異常なものを除く。 

 法 定 福 利 費 健康保険、厚生年金保険、労働保険等の保険料の事業主負担額及び児童手当拠出金 

 福 利 厚 生 費 慰安娯楽、貸与被服、医療、慶弔見舞等福利厚生等に要する費用 

 修 繕 維 持 費 建物、機械、装置等の修繕維持費及び倉庫物品の管理費等 

 事 務 用 品 費 事務用消耗品費、固定資産に計上しない事務用備品費、新聞、参考図書等の購入費 

 通 信 交 通 費 通信費、交通費及び旅費 

 動 力 用 水 光 熱 費 電力、水道、ガス灯の費用 

 調 査 研 究 費 技術研究、開発等の費用 

 広 告 宣 伝 費 広告、公告又は宣伝に要する費用 

 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 営業取引に基づいて発生した受取手形、完成工事未収入金等の債権に対する貸倒引
当金繰入額。ただし、異常なものを除く。 

 貸 倒 損 失 営業取引に基づいて発生した受取手形、完成工事未収入金等の債権に対する貸倒損
失。ただし、異常なものを除く。 

 交 際 費 得意先、来客等の接待費、慶弔見舞及び中元歳暮品代等 

 寄 付 金 社会福祉団体等に対する寄付 
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 地 代 家 賃 事務所、寮、社宅等の借地借家料 

 減 価 償 却 費 減価償却資産に対する償却額 

 開 発 償 却 費 繰延資産に計上した開発費の償却額 

 租 税 公 課 事業税（利益に関連する金額を課税標準として課されるものを除く。）事業所税、不 
動産取得税、固定資産税等の租税及び道路占用料、身体障害者雇用納付金等の公課 

 保 険 料 火災保険その他の損害保険料 

 諸 会 費 社内打ち合わせ等の費用、諸団体会費 

 雑 費 他の販売費及び一般管理費の科目に属さない費用 

 営 業 利 益 
（ 営 業 損 失 ） 

売上総利益（売上総損失）から販売費及び一般管理費を控除した額 

 
 Ⅳ 営業外収益 

科   目 摘        要 
 受 取 利 息 及 び 配 当 金 次の受取利息、有価証券利息及び受取配当金をいう。 

 受 取 利 息 
 

有 価 証 券 利 息 
受 取 配 当 金 

預金利息及び未収入金、貸付金等に対する利息。ただし、有価証券利息に属するも
のを除く。 

公社債等の利息及びこれに準ずるもの。 
株式利益配当金（投資信託収益分配金、みなし配当金を含む。） 

 そ の 他 受取利息及び配当金以外の営業外収益で次のものをいう。 

 有 価 証 券 売 却 益 売買目的の株式、公社債等の売却による利益 

 雑 収 入 他の営業外収益科目に属さないもの 

 
 Ⅳ 営業外費用 

科   目 摘        要 
 支 払 利 息 次の支払利息割引料及び社債利息をいう。 

 支 払 利 息 借入金利息等 

 社 債 利 息 社債及び新株式予約権付社債の支払利息 

 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 営業害取引以外の取引に基づいて発生した貸付金等の債権に対する貸倒引当金繰入
額。ただし、異常なものを除く。 

 貸 倒 損 失 営業取引以外の取引に基づいて発生した貸付金等の債権に対する貸倒損失。ただし、 
異常なものを除く。 

 そ の 他 支払利息、貸倒引当金繰入額及び貸倒損失以外の営業外費用で次のものをいう。 

 創 立 費 償 却 繰延資産に計上した創立費の償却額 

 開 業 費 償 却 繰延資産に計上した開業費の償却額 

 株式交付費等償却 繰延資産に計上した株式交付費の償却額 

 社 債 発 行 費 償 却 繰延資産に計上した社債発行費の償却額 

 有 価 証 券 売 却 損 売買目的の株式、公社債等の売却による損失 

 有 価 証 券 評 価 損 会社計算規則第５条第３項第１号及び同条第６項の規定により時価を付した場合に 
生ずる有価証券の評価損 

 雑 支 出 他の営業外費用科目の属さないもの 

 経 常 利 益 
（ 経 常 損 失 ） 

営業利益（営業損失）に営業外収益の合計額と営業外費用の合計額を加減した額 
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 Ⅵ 特別利益 

科   目 摘        要 
 前 期 損 益 修 正 益 前期以前に計上された損益の修正による利益。ただし、金額が重要でないもの又は

毎期経常的に発生するものは、経常利益（経常損失）に含めることができる。 
 固 定 資 産 売 却 益 

 
 

 引 当 金 戻 入  

 そ の 他 固定資産売却益、投資有価証券売却益、財産受贈益等異常な利益。ただし、金額が重 
要でないもの又は毎期経常的に発生するものは、経常利益（経常損失）に含めること 
ができる。 

 
Ⅶ 特別損失 

科   目 摘        要 
 前 期 損 益 修 正 損 前期以前に計上された損益の修正による損失。ただし、金額が重要でないもの又は毎

期経常的に発生するものは、経常利益（経常損失）に含めることができる。 
 固 定 資 産 売 却 損  

 そ の 他 固定資産売却損、減損損失、災害による損失、投資有価証券売却損、固定資産圧縮記 
帳損、損害賠償金等異常な損失。ただし、金額が重要でないもの又は毎期経常的に発 
生するものは、経常利益（経常損失）に含めることができる。 

 税 引 前 当 期 純 利 益 
（税引前当期純損失） 

経常利益（経常損失）に特別利益の合計額と特別損失の合計額を加減した額 

 法人税、住民税及び事業税 当期事業年度の税引前当期純利益に対する法人税等（法人税、住民税及び利益に関す
る金額を課税標準として課される事業税をいう。以下同じ。）の額並びに法人税等の更
正、決定等による納付税額及び還付税額 

 法 人 税 等 調 整 額 税効果会計の適用により計上される法人税、住民税及び事業税の調整額 

 当 期 純 利 益 
（ 当 期 純 損 失 ） 

税引前当期純利益（税引前当期純損失）から法人税、住民税及び事業税を控除し、法 
人税等調整額を加減した額とする。 
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完成工事原価報告書 
 

科   目 摘        要 取   扱   要   綱 
  材 料 費 工事のために直接購入した素材、半製品、製 

品、材料貯蔵費勘定等から振り替えられた材 
料費（仮設材料の損耗額等を含む。） 

材料費には次のようなものがある。 
セメント、生コンクリート、鉄筋、骨材、木 
材、アスファルト、ブロック、型枠、火薬代、 
現場宿舎損料、鋼材金物等であり、なお建築 
工事にあっては、骨材、割栗費、屋根材料、 
金物板金費、建具金物費、足場丸太、パイプ、 
パネル、内装工業材料費が含まれる。（この 
他、盛土工の土砂、消耗工具代等も材料費と 
なる。） 

  労 務 費 工事に従事した直接雇用の作業員に対する 
賃金、給料及び手当等。工種・工程別等の工事 
の完成を約する契約でその大部分が労務費で 
あるものは、労務費に含めて記載することが 
できる。 

以下のような工種における労務者に対する支 
払賃金をいう。 

土木工事では、土木、道路工、橋梁工、隧道 
工、暗渠工、仮締切工、サイフォン工、水路 
工、整地工、その他の雑工等の工賃があり、 
また、建築工事では、鳶土工、はつり工、鉄 
筋工、木工、大工、内装工、金物板金工、雑 
工等に対する工賃が含まれる。 

 （うち労務外注費）  労務費のうち、工種・工程別等の工事の完成 
を約する契約でその大部分が労務費であるも 
のに基づく支払額 

 

 外 注 費 工種・工程別等の工事について素材、半製
品、製品等を作業とともに提供し、これを完成
することを約する契約に基づく支払額。ただ
し、労務費に含めたものを除く。 

下請契約に基づく支払額 

 経 費 完成工事について発生し、又は負担すべき
材料費、労務費及び外注費以外の費用で、動力
用水光熱費、機械等経費、設計費、労務管理費、
租税公課、地代家賃、保険料、従業員給料手当、
退職金、法定福利費、福利厚生費、事務用品費、
通信交通費、交際費、補償費、雑費、出張所等
経費配賦額等 

 

 （うち人件費） 経費のうち従業員給料手当、退職金、法定福
利費及び福利厚生費 
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２．決算報告書提出先一覧 
 

北海道知事許可業者（許可を受けた振興局または総合振興局） 
 
提  出  先 住        所 電      話 

石 狩 振 興 局 建 設 指 導 課 
指導審査係 

〒060 – 8588 札幌市中央区北３条西７丁目 
                道庁別館６Ｆ （011）204 – 5834 

渡島総合振興局建設指導課 
土木係  〒041 – 8558 函館市美原町４丁目６番 16 号 （0138）47 – 9465 

檜 山 振 興 局 建 設 指 導 課 
土木係  〒043 – 8558 檜山郡江差町字陣屋町 336 の３ （0139）52 – 6631 

後志総合振興局建設指導課 
土木係  〒044 – 8588 虻田郡倶知安町北１条東２丁目 （0136）23 – 1372 

空知総合振興局建設指導課 
土木係  〒068 – 8558 岩見沢市８条西５丁目 （0126）20 – 0066 

上川総合振興局建設指導課 
土木係  〒079 – 8610 旭川市永山６条 19 丁目 （0166）46 – 5946 

留 萌 振 興 局 建 設 指 導 課 
土木係  〒077 – 8585 留萌市住之江町２丁目１番地 （0164）42 – 8447 

宗谷総合振興局建設指導課 
土木係  〒097 – 8558 稚内市末弘４丁目２番 27 号 （0162）33 – 2529 

オホーツク総合振興局建設指導課 
土木係  〒093 – 8585 網走市北７条西３丁目 （0152）41 – 0641 

胆振総合振興局建設指導課 
土木係 

 〒051 – 8558 室蘭市海岸町１丁目４番１号 
         むろらん広域センタービル （0143）24 – 9593 

日 高 振 興 局 建 設 指 導 課 
土木係  〒057 – 8558 浦河郡浦河町栄丘東通 56 号 （0146）22 – 9291 

十勝総合振興局建設指導課 
土木係  〒080 – 8588 帯広市東３条南３丁目１ （0155）27 – 8540 

釧路総合振興局建設指導課 
土木係  〒085 – 8588 釧路市浦見町２丁目２番 54 号 （0154）43 - 9191 

根 室 振 興 局 建 設 指 導 課 
土木係  〒087 – 8588 根室市常盤町３丁目 28 番地 （0153）24 - 5629 

 
※ 北海道に本店を持つ大臣許可業者は、北海道開発局に書類をご提出願います。 
 


